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　　　【学習の手順】

　　　　１．体系番号ごとにCD解説講義を聴いてテキストを一読する。

　　　　２．CD解説講義と同じ体系番号の過去問を一問一答形式で演習する。

　　そして、何度も繰り返し同じアプローチで問われている「焼き直し問題」は、あえて掲載を省略していますので、

　　この出題論点チェックの作業をすることで、頻出事項が一目瞭然になり、再度の復習も効果的になる筈です。

　・また、過去問集の解説だけで終わらずに、必ずテキストの該当箇所に戻って周辺知識まで含めて確認作業をすることが

　・はじめての問題演習の際には、テキストを一読した後に、「このページの知識はどのような形で出題されるのか？」という視点で、

　　解くのではなく、テキストを参照しながらあたって見て下さい。

　　　　４．体系番号ごとに、過去問で出題された箇所を確認しながらテキストを再読する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    梶原塾　完全合格講座

過去問解説集の使い方

　・本書は、過去の本試験で出題された問題の中から、合格するために必要な問題だけを選別し、

　　

　　効果的に学習できるように、テキストの体系番号順に、一問一答形式に作り変えて、作製されています。

　●過去問演習の方法

　　　　　　可能であれば声を出してマーキング箇所を強調して行う。

　　　　３．演習した過去問で問われている知識が記載されているテキストの該当箇所に赤印を記入する。

　　短期間に全体の過去問演習をする事が可能となっています。

　　また、本書は１０年分の過去問を中心に構成されていますが、１１年以上前の過去問からも重要問題をピックアップして

　　一肢一肢、徹底的に繰り返し、問題演習とテキストの確認作業を行って、知識の定着を心がけてください。

　　取り込んでいますので、予想問題集など他の教材を購入される必要はありません。

　　大事です。　

　・まずは、一問一答形式での演習で、確実な知識の習得と定着を心がけてください。

　　テキストを使って自分に説明できるようになる事が基本です。

　・尚、４肢択一形式の問題演習による解法のテクニックや時間配分などは、９月に入ってからで充分です。

　　模擬試験も９月中旬にはお届けすることになっていますので、それまでの間は一問一答形式で、

　・問題にあたる際には、必ずテキストの記述と照らし合わせて、テキストの該当箇所に赤印を入れてください。
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１－１－１  

 

次の記述は、宅地建物取引業法の規定によれば、正しいか・・・ 

都市計画法に規定する用途地域外の土地で、倉庫の用に供されているものは、

法第 2 条第 1 号に規定する宅地に該当しない。 

 

１－１－２  

 

次の記述は、宅地建物取引業法の規定によれば、正しいか・・・ 

都市計画法に規定する工業専用地域内の土地で、建築資材置き場の用に供され

ているものは、法第 2条第 l 号に規定する宅地に該当する。 

 

 

１－１－３  

 

宅地建物取引業の免許（以下この問において「免許」という｡）に関する次の記

述は・・・ 

Ｅが、その所有する都市計画法の用途地域内の農地を区画割りして、公益法人

のみに対して反復継続して売却する場合、Ｅは、免許を必要としない。 

 

１－１－４  

 

宅地建物取引業の免許 (以下この問において「免許」という。) に関する次の

記述は・・・ 

Ｄが共有会員制のリゾートクラブ会員権 (宿泊施設等のリゾート施設の全部又

は一部の所有権を会員が共有するもの) の売買の媒介を不特定多数の者に反復継

続して行う場合、Ｄは免許を受ける必要はない。 

 

１－１－５  

 

宅地建物取引業の免許（以下「免許」という。）に関する次の記述は・・・ 

Ｄが、1 棟のマンション（１０戸）を競売により取得し、自ら借主を募集し、多

数の学生に対して賃貸する場合、Ｄは、免許を必要とする。 
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マンション２０戸 自ら貸借 多数の学生に

１－１－５

取引

平９－３１－④

不要

免許の要否

D

免許の要否からの出題です。　下記のとおり、Eは免許が必要です。　「免許を必要としない」旨の記載が誤りとなります。

誰が 業免許の要否

E

業

用途地域内の土地（農地）は、「宅地」に該当します。

「不特定多数の者を相手に反復継続して行われる」ものとして扱われます。

取引

×誤り

免許の要否からの出題です。　下記のとおり、Dは免許を必要としません。　「免許を必要とする」旨の記載が誤りとなります。

誰が

１－１－３ 平１６－３０－③ ×誤り Ｐ３・１段目

誰が

建物

用途地域内の農地

リゾートクラブ会員権（共有制）

免許の要否からの出題です。　下記のとおり、Ｄは免許が必要です。　「免許を受ける必要はない」旨の記載が誤りとなります。

不特定多数の者に
反復継続

Ｄ 必要

業

×誤り

売買の媒介

建物

Ｐ３・３段目

１－１－４

自ら売却

Ｐ３・２段目

宅地 建物免許の要否

尚、リゾートクラブ会員権については、共有制の場合は「建物」に該当しますが、「利用権制」の場合は該当しません。

尚、本肢では、「公益法人に対してのみ反復継続」となっていますが、対象が特定されているとは言えず、

宅地 取引

公益法人のみに対し
て・・・反復継続して

平１７－３０－③

必要

㋐現に建物（倉庫）の敷地に供せられている土地は、「宅地」に該当します。

１－１－２ 平２７－２６－㋐ ○正しい Ｐ３・１段目

「土地で・・・倉庫の用に供されているもの・・・宅地に該当しない」旨の記載が誤りとなります。

１－１－１ 平２７－２６－㋒ ×誤り Ｐ３・１段目

「宅地」からの出題です。

「宅地」からの出題です。

㋒用途地域内の土地（都市計画法に規定する工業専用地域内の土地）は、「宅地」に該当します。

本肢記載のとおりです。

宅地
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１－１－６  

 

宅地建物取引業の免許(以下この問において「免許」という。)に関する次の記

述は・・・ 

Ｃが自己の所有する宅地を駐車場として整備し、賃貸を業として行う場合、当

該賃貸の媒介を、免許を受けているＤ杜に依頼するとしても、Ｃは免許を受けな

ければならない。 

 

１－１－７  

 

宅地建物取引業の免許(以下この問において「免許」という。)に関する次の記

述は、宅地建物取引業法の規定によれば、正しいか・・・ 

Ａの所有する商業ビルを賃借しているＢが、フロアごとに不特定多数の者に反

復継続して転貸する場合、ＡとＢは免許を受ける必要はない。 

 

１－１－８  

 

宅地建物取引業の免許（以下この問において「免許」という。）に関する次の

記述は・・・ 

他人の所有する複数の建物を借り上げ、その建物を自ら貸主として不特定多数

の者に反復継続して転貸する場合は、免許が必要になるが、自ら所有する建物を

貸借する場合は、免許を必要としない。 

 

１－１－９  

 

宅地建物取引業の免許（以下この問において「免許」という｡）に関する次の記

述は・・・ 

Ｃが、その所有地にマンションを建築したうえで、自ら賃借人を募集して賃貸

し、その管理のみをＤに委託する場合、Ｃ及びＤは、免許を必要としない。 
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不要

マンション

１－１－９ 平１６－３０－② ○正しい Ｐ３・３段目

免許の要否誰が

不要

建物

後段

免許の要否からの出題です。　下記のとおり、CもDも免許は不要です。　本肢記載のとおりです。

建物

○正しい

不特定多数の者に
反復継続して

前段

不要

Ｐ３・３段目

不要

自ら貸借

業として賃貸（貸借）の媒介

管理業務

免許の要否からの出題です。　下記のとおり、AもBも免許を必要としません。　本肢記載のとおりです。

平２６－２６－㋐

取引

１－１－７

不要

自ら貸借

自ら貸借

取引

自ら貸借

取引

業

マンション

D

宅地

C

宅地 建物

建物

業

宅地

不特定多数の者に
反復継続して

商業ビル

自ら転貸借

業

１－１－８ 平２２－２６－② ×誤り Ｐ３・３段目

免許の要否

不要B

誰が

A

業建物

自ら転貸借

商業ビル

　自動車１台毎の月極め駐車場の貸借の媒介・代理については業法の適用はなく免許は不要とするのが、実務での一般的な取扱いです。

業者D ＊

C 業として不要

１－１－６ 平２４－２７－② ×誤り Ｐ３・３段目

誰が 免許の要否 宅地

免許の要否からの出題です。　下記のとおり、Cは免許を必要としません。　　「免許を受けなければならない」旨の記載が誤りとなります。

取引

宅地

宅地

＊試験の範囲外ですが、敷地全体を駐車場として賃借する場合の媒介・代理については業法の適用があり免許は必要とし、

誰が

免許の要否からの出題です。　下記のとおり、前段の事例も後段の事例も免許を受ける必要はありません。　本肢記載のとおりです。

免許の要否 建物
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１－１－１０  

 

宅地建物取引業の免許(以下この問において「免許」という。)に関する次の記

述は・・・ 

Ｂが、自己所有の宅地に自ら貸主となる賃貸マンションを建設し、借主の募集

及び契約をＣに、当該マンションの管理業務をＤに委託する場合、Ｃは免許を受

ける必要があるが、ＢとＤは免許を受ける必要はない。 

 

１－１－１１  

 

次の記述は、宅地建物取引業法の規定によれば、正しいか・・・ 

社会福祉法人が、高齢者の居住の安定確保に関する法律に規定するサービス付

き高齢者向け住宅の貸借の媒介を反復継続して営む場合は、宅地建物取引業の免

許を必要としない。 

 

１－１－１２  

 

次の記述は、宅地建物取引業法の規定によれば、正しいか・・・ 

賃貸住宅の管理業者が、貸主から管理業務とあわせて入居者募集の依頼を受け

て、貸借の媒介を反復継続して営む場合は、宅地建物取引業の免許を必要としな

い。 

 

１－１－１３  

 

宅地建物取引業の免許（以下この問において「免許」という｡）に関する次の記

述は、宅地建物取引業法の規定によれば・・・ 

宅地建物取引士Ｅが、Ｅ名義で賃貸物件の媒介を反復継続して行う場合、Ｅが

宅地建物取引業者Ｆに勤務していれば、Ｅは免許を受ける必要はない。 
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尚、P2の宅地建物取引業者と宅地建物取引士を参照のこと

D

１－１－１２ 平２７－２６－㋓

賃貸マンション

賃貸マンション

Ｃ

×誤り

不要

１－１－１３

貸借の媒介

取引宅地

管理業務

免許の要否からの出題です。　下記のとおり、Eは免許が必要です。　「免許を受ける必要はない」旨の記載が誤りです。

業

×誤り

平１５－３０－④

宅地 建物

１－１－１０ 平１９－３２－②

必要

不要

貸借の代理・媒介

業

賃貸マンション

Ｐ３

免許の要否からの出題です。　下記のとおり、ＢとＤは免許は不要ですが、

賃貸マンションの借主の募集および契約を委託されるＣ（貸借の代理または媒介）は免許が必要です。　本肢記載のとおりです。

○正しい

Ｂ

尚、Ｃの委託（委任）された業務が代理なのか媒介なのかは、問題文からは定かではありません。　　cf.権Ｐ30

誰が 免許の要否 宅地 建物

自ら貸借

取引

建物

賃貸物件

免許の要否

反復継続して

誰が

Ｐ３

E 必要

免許の要否からの出題です。　下記のとおり、本肢の社会福祉法人は免許は必要です。

免許の要否

Ｐ３

免許の要否からの出題です。　下記のとおり、本肢の賃貸住宅の管理業者は免許は必要です。

「免許を必要としない」旨の記載が誤りとなります。

誰が 取引 業

賃貸住宅の管理業者 必要 賃貸住宅 貸借の媒介 反復継続して

１－１－１１ 平２７－２６－㋑ ×誤り Ｐ３

「免許を必要としない」旨の記載が誤りとなります。

誰が 免許の要否 宅地 建物 取引 業

社会福祉法人 必要 住宅 貸借の媒介 反復継続して

賃貸住宅の管理業者 不要 賃貸住宅 管理業務 反復継続して
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１－１－１４  

 

宅地建物取引業の免許（以下「免許」という。）に関する次の記述は・・・ 

Ｂが、借金の返済に充てるため自己所有の宅地を 10 区画に区画割りして、多数

のＢの知人又は友人に対して売却する場合、Ｂは、免許を必要とする。 

 

１－１－１５  

 

Ａ（個人）の宅地建物取引業法の免許（以下この問において「免許」という｡）

に関する次の記述は・・・ 

Ａが、組合方式による住宅の建築という名目で組合参加者を募り、Ａ自らは組

合員となることなく、当該組合員による住宅の建築のため、宅地の購入の媒介を

繰り返し行う場合、Ａは免許を必要としない。 

 

１－１－１６  

 

宅地建物取引業の免許(以下この問において「免許」という。)に関する次の記

述は・・・ 

破産管財人が、破産財団の換価のために自ら売主となって、宅地又は建物の売

却を反復継続して行い、その媒介をＥに依頼する場合、Ｅは免許を受ける必要は

ない。 

 

１－１－１７  

 

宅地建物取引業の免許（以下この問において「免許」という｡）に関する次の記

述は・・・ 

Ａが、その所有する農地を区画割りして宅地に転用したうえで、一括して宅地

建物取引業者Ｂに媒介を依頼して、不特定多数の者に対して売却する場合、Ａは

免許を必要としない。 
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「不特定多数の者を相手に反復継続して行われる」ものとして扱われます。

免許の要否

免許の要否からの出題です。　下記のとおり、Bは免許が必要です。　本肢記載のとおりです。

業誰が

１－１－１４

尚、本肢では、「多数の友人・知人に対して」となっていますが、対象が限定されているとは言えず、

○正しい

B

業

購入（売買）の媒介

取引

免許の要否からの出題です。　下記のとおり、Aは免許が必要です。　「免許を必要としない」旨の記載が誤りです。

１０区画に区画割りして
・・・多数の友人・知人

×誤り

自ら売却

建物

必要 宅地

宅地 取引

Ｐ３平９－３１－②

売却の媒介B
転用したうえで

・・・不特定多数の者に

自ら売却
転用したうえで

・・・不特定多数の者に
A 必要 宅地

宅地

誰が 免許の要否

宅地

宅地 建物

誰が 免許の要否 宅地

必要

建物

１－１－１７ 平１６－３０－① ×誤り Ｐ３

免許の要否からの出題です。　下記のとおり、Aは免許が必要です。　「免許を必要としない」旨の記載が誤りです。

取引 業

ちなみに、本肢事例でBも免許が必要です。

破産管財人 不要 宅地又は建物 自ら売却
破産財団の換価のために

・・・反復継続

Ｅ 必要 宅地又は建物 売却の媒介 反復継続

ちなみに、本肢事例の「破産管財人」の行為については、事業性が高いとは言えず免許は不要であると考えられます。

誰が 免許の要否 宅地 建物 取引 業

免許の要否からの出題です。　下記のとおり、Ｅは免許が必要です。　「免許を受ける必要はない」旨の記載が誤りです。

平１４－３０－③１－１－１５ Ｐ３

A 必要 繰り返し

１－１－１６ 平１９－３２－③ ×誤り Ｐ３
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１－１－１８  

 

宅地建物取引業の免許(以下この問において「免許」という。)に関する次の記

述は、宅地建物取引業法の規定によれば、正しいか・・・ 

宅地建物取引業者Ｃが、Ｄを代理して、Ｄの所有するマンション(30 戸)を不特

定多数の者に反復継続して分譲する場合、Ｄは免許を受ける必要はない。 

 

１－１－１９  

 

宅地建物取引業の免許(以下この問において「免許」という。)に関する次の記

述は・・・ 

Ａが、競売により取得した宅地を 10 区画に分割し、宅地建物取引業者に販売代

理を依頼して、不特定多数の者に分譲する場合、Ａは免許を受ける必要はない。 

 

１－１－２０  

 

宅地建物取引業の免許 (以下この問において「免許」という。) に関する次の

記述は・・・ 

建設業の許可を受けているＣが、建築請負契約に付随して、不特定多数の者に

建物の敷地の売買を反復継続してあっせんする場合、Ｃは免許を受ける必要はな

い。 

 

１－１－２１  

 

宅地建物取引業の免許 (以下この問において「免許」という。) に関する次の

記述は・・・ 

宅地建物取引業者であるＥ (個人) が死亡し、その相続人ＦがＥの所有してい

た土地を 20 区画に区画割し、不特定多数の者に宅地として分譲する場合、Ｆは免

許を受ける必要はない。 

 

１－２－１  

 

宅地建物取引業の免許（以下この問において「免許」という｡）に関する次の記

述は・・・ 

Ｆが、甲県からその所有する宅地の販売の代理を依頼され、不特定多数の者に

対して売却する場合、Ｆは、免許を必要としない。 
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不要 業法の規定の適用がない甲県

必要 宅地

ちなみに、本肢事例で甲県は、「国・地方公共団体等」に含まれるため免許は不要です。

誰が

F 不特定多数の者に

取引 業

分譲（分割して譲渡）

販売の代理

免許に関する例外からの出題です。　下記のとおり、Fは免許が必要です。　「免許を必要としない」旨の記載が誤りです。

平１６－３０－④ ×誤り Ｐ３

建物 取引

免許の要否 宅地 建物

１－２－１

Ｆ 必要 宅地

業

１－１－２１ 平１７－３０－④ ×誤り Ｐ３・Ｐ４

免許の要否からの出題です。　下記のとおり、Ｆは免許が必要です。　「免許を受ける必要はない」旨の記載が誤りです。

尚、業者Ｅの死亡後に、Ｆが相続した土地を区画割し分譲する場合ですので、「みなし業者」（Ｐ4）の規定は適用されません。

誰が 免許の要否 宅地

Ｃ 必要 建物の敷地 売買をあっせん（媒介）
建築請負契約に付随して
・・・不特定多数の者に
・・・反復継続

誰が 免許の要否 宅地 建物 取引 業

１－１－２０ 平１７－３０－② ×誤り Ｐ３

免許の要否からの出題です。　下記のとおり、Ｃは免許が必要です。　「免許を受ける必要はない」旨の記載が誤りです。

本肢のように、建築請負契約に付随して行う場合でも同様です。

A 必要 宅地 分譲（分割して譲渡）

業者 必要 宅地 分譲の代理

誰が 免許の要否 宅地 建物 取引 業

免許の要否からの出題です。　下記のとおり、Aは免許が必要です。　「免許を受ける必要はない」旨の記載が誤りです。

ちなみに、本肢事例で業者も免許が必要です。

１－１－１９ 平１９－３２－① ×誤り Ｐ３

Ｐ３

必要

建物

１－１－１８ 平２６－２６－㋑ ×誤り

分譲の代理区分所有建物

区分所有建物

免許の要否からの出題です。　下記のとおり、Dは免許が必要です。　「免許を受ける必要はない」旨の記載が誤りです。

必要

誰が 免許の要否

D

C

分譲

宅地

ちなみに、本肢事例でCも免許が必要です。

取引 業
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１－２－２  

 

Ａ（個人）の宅地建物取引業法の免許（以下この問において「免許」という｡）

に関する次の記述は・・・ 

Ａが、土地区画整理事業により造成された甲市所有の宅地を、甲市の代理とし

て売却する行為を繰り返し行う場合、Ａは免許を必要としない。 

 

１－２－３  

 

宅地建物取引業の免許に関する次の記述は・・・ 

独立行政法人都市再生機構が行う住宅分譲については宅地建物取引業法の適用

はないので、独立行政法人都市再生機構の委託を受けて住宅分譲の代理を事業と

して行おうとするＣは、宅地建物取引業の免許を受ける必要はない。 

 

１－２－４  

 

宅地建物取引業の免許(以下この問において「免許」という。)に関する次の記

述は、宅地建物取引業法の規定によれば、正しいか・・・ 

Ｅが転売目的で反復継続して宅地を購入する場合でも、売主が国その他宅地建

物取引業法の適用がない者に限られているときは、Ｅは免許を受ける必要はな

い。 

 

１－２－５  

 

宅地建物取引業の免許（以下この問において「免許」という｡）に関する次の記

述は、宅地建物取引業法の規定によれば・・・ 

甲県住宅供給公社Ｄが、住宅を不特定多数に継続して販売する場合、Ｄは免許

を受ける必要はない。 
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免許に関する例外からの出題です。　下記のとおり、Cは免許が必要です。　「免許を受ける必要はない」旨の記載が誤りです。

購入（売買） 転売目的で反復継続して

A 必要

取引

不要

宅地

Ｐ３

下記のとおり、Eは免許が必要です。　「免許を受ける必要はない」旨の記載が誤りです。

業

不要

誰が

E

建物免許の要否 宅地

「自ら売買」は、自ら当事者として売主になる場合だけでなく、買主になる場合も含まれます。

業法の適用がない

宅地

×誤り

売主

平１５－３０－③

ちなみに、本肢事例で売主は、「国・地方公共団体等」に含まれるため免許は不要です。

本肢記載のとおりです。

必要

免許の要否

１－２－５

免許に関する例外からの出題です。　下記のとおり、Dは、「国・地方公共団体等」に含まれるため免許を受ける必要はありません。

１－２－３ 平７－３５－② ×誤り

○正しい

業

免許に関する例外からの出題です。　

Ｐ３

C 必要

建物

ちなみに、本肢事例で都市再生機構は、「国・地方公共団体等」に含まれるため免許は不要です。

誰が

甲県住宅供給公社D

誰が 業取引

業法の適用がない

Ｐ３

甲市 不要 業法の規定の適用がない

取引 業

代理して売却 繰り返し

免許に関する例外からの出題です。　下記のとおり、Aは免許が必要です。　「免許を必要としない」旨の記載が誤りです。

ちなみに、本肢事例で甲市は、「国・地方公共団体等」に含まれるため免許は不要です。

誰が 免許の要否 宅地

宅地

建物

１－２－２ 平１４－３０－② ×誤り Ｐ３

住宅

平２６－２６－㋒

分譲の代理

都市再生機構 不要 業法の適用がない

１－２－４

免許の要否 宅地 建物 取引
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１－２－６  

 

宅地建物取引業の免許（以下この問において「免許」という。）に関する次の

記述は・・・ 

農地所有者が、その所有する農地を宅地に転用して売却しようとするときに、

その販売代理の依頼を受ける農業協同組合は、これを業として営む場合であって

も、免許を必要としない。 

 

１－２－７  

 

宅地建物取引業の免許（以下この問において「免許」という。）に関する次の

記述は・・・ 

信託業法第 3 条の免許を受けた信託会社が宅地建物取引業を営もうとする場

合、免許を取得する必要はないが、その旨を国土交通大臣に届け出ることが必要

である。 

 

１－２－８  

 

次の記述は、宅地建物取引業法の規定に違反するか・・・ 

信託業法上の免許を受けた信託会社Ａは、国土交通大臣に対し事務所を設置し

て宅地建物取引業を営む旨の届出をした後、営業保証金の供託又は宅地建物取引

業保証協会への加入をせず宅地建物取引業の業務を開始した。 

 

１－２－９  

 

宅地建物取引業者の営業保証金に関する次の記述は、宅地建物取引業法の規定

によれば・・・ 

信託業法第 3 条の免許を受けた信託会社で宅地建物取引業を営むものは、国土

交通大臣の免許を受けた宅地建物取引業者とみなされるため、営業保証金を供託

した旨の届出を国土交通大臣に行わない場合は、国土交通大臣から免許を取り消

されることがある。 
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免許に関する例外からの出題です。

信託業法上の免許を受けた信託会社は、大臣の免許を受けた業者とみなされます。前段部分の記載は正しいです。

平２２－２６－④

×誤り Ｐ３・P１４

免許に関する例外からの出題です。

信託業法上の免許を受けた信託会社は、「免許に関する規定」は適用されませんので、

免許を取得する必要はありません（免許申請は不要）が、その旨を国土交通大臣に届け出なければなりません。

大臣に「届出」を行えば業を営めますが、「免許に関する規定」以外の業法の規定は適用されます。（cf.国・地方公共団体等）

「営業保証金を供託した旨の届出・・・行わない場合・・・国土交通大臣から・・・免許を取り消されることがある」旨の記載が誤りとなります。

適用が除外されている「免許に関する規定」のひとつです。 cf.P15 3-4 営業保証金の供託をしない者に対する措置

１－２－９ 平２５－２７－②

売却（売買）

また、「免許に関する規定」は適用されませんので、免許を取り消すことはできません。後段部分の記載が誤りとなります。

×違反する

（業として営む）

尚、本肢の「免許権者からの催告が到達した日から１月以内に業者が届出をしないときは、その免許を取消すことができる」旨の規定も

農地所有者 必要 宅地

Ｐ３

免許に関する例外からの出題です。　下記のとおり、農業協同組合は免許が必要です。「免許を受ける必要はない」旨の記載が誤りです。

１－２－６

平１５－３５－①

１－２－７

業として営む

○正しい

取引

Ｐ３

宅地

必要

信託業法上の免許を受けた信託会社は、「免許に関する規定」は適用されませんので、

１－２－８

免許に関する例外からの出題です。

Ｐ３・P１４

本肢記載のとおりです。

したがって、営業保証金の供託または保証協会への加入をせずに宅地建物取引業の業務を開始すれば業法違反となります。cf.P14

販売代理農業協同組合 宅地

誰が 免許の要否

平２２－２６－① ×誤り

業

農業協同組合は、業法の規定が全て適用されない「国・地方公共団体等」に含まれません。

ちなみに、本肢事例で「農地所有者」は免許が必要です。

建物
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２－１－１  

 

宅地建物取引業の免許（以下この問において「免許」という。）に関する次の記

述は・・・ 

宅地建物取引業を営もうとする者は、同一県内に 2 以上の事務所を設置してそ

の事業を営もうとする場合にあっては、国土交通大臣の免許を受けなければなら

ない。 

 

２－１－２  

 

宅地建物取引業の免許（以下この問において「免許」という。）に関する次の記

述は・・・ 

Ｃ社が乙県にのみ事務所を設置し、Ｄが丙県に所有する 1 棟のマンション（10

戸）について、不特定多数の者に反復継続して貸借の代理を行う場合、Ｃ社は乙

県知事の免許を受けなければならない。 

 

２－１－３  

 

次の記述は、宅地建物取引業法の規定によれば・・・ 

本店及び支店 1 か所を有する法人Ａが、甲県内の本店では建設業のみを営み、

乙県内の支店では宅地建物取引業のみを営む場合、Ａは乙県知事の免許を受けな

ければならない。 

 

２－１－４  

 

宅地建物取引業法に規定する「事務所」に関する次の記述は、法の規定によれ

ば・・・ 

「事務所」とは、本店又は支店やその他の政令で定めるものを指すものである

が、宅地建物取引業を行わず他の兼業業務のみを行っている支店は「事務所」に

含まれない。 
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本店は、宅建業を営まない場合であっても支店で宅建業を営むのであれば「事務所」として取り扱われますが、

Ｐ４　１・２段目

支店は、宅建業を営む場合にのみ「事務所」として取り扱われます。　本肢記載のとおりです。

尚、「事務所」について、「その他の政令で定めるもの」とは、「継続的業務場所で契約締結権限を有する使用人を置くもの」のことです。

平２３－２６－③ ○正しい Ｐ４　１・２段目

業者免許からの出題です。

本肢では、「乙県にのみ事務所を設置し・・・貸借の代理を行う場合」ですので、知事免許の申請が必要になります。

本肢記載のとおりです。

ちなみに、２以上の都道府県の区域内に「事務所」を設置する場合は､国土交通大臣の免許を受けなければなりませんが、

本肢のように、２以上の都道府県の区域内で「業務」を行う場合でも、「事務所」を設置しないのであれば知事免許となります。

業者免許からの出題です。

大臣免許の申請が必要になります。

「・・・甲県内の本店では建設業のみを営み・・・乙県内の支店では宅地建物取引業のみを営む場合・・・

業者免許からの出題です。

本肢では、「同一県内に2以上の事務所を設置してその事業を営もうとする場合」ですので、知事免許の申請が必要になります。

１の都道府県の区域内にのみ「事務所」を設置する場合は、知事免許の申請が必要になります。

ちなみに、２以上の都道府県の区域内に「事務所」を設置する場合は､国土交通大臣の免許を受けなければなりません。

２－１－２

本肢では、「甲県に本店・乙県に支店」　となりますので、２以上の都道府県の区域内に「事務所」を設置する場合に該当し、

平１４－３６－①

２－１－３ 平２１－２６－① ×誤り

○正しい Ｐ４・２段目２－１－４

・・・乙県知事の免許を受けなければならない」旨の記載が誤りとなります。

「・・・同一県内に2以上の事務所・・・国土交通大臣の免許を受けなければならない」旨の記載が誤りとなります。

業者免許からの出題です。

本店は、宅建業を営まない場合であっても支店で宅建業を営むのであれば「事務所」として取り扱われます。

２－１－１ 平２３－２６－① ×誤り

１の都道府県の区域内にのみ「事務所」を設置する場合は、知事免許の申請が必要になります。

Ｐ４　１・２段目
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２－１－５  

 

宅地建物取引業法に関する次の記述は、正しいか・・・ 

契約締結権限を有する者を置き、継続的に業務を行う場所であっても、商業登

記簿に登載されていない事務所は、法第 3 条第 1 項に規定する事務所には該当し

ない。 

 

２－１－６  

 

Ａ社 （主たる事務所を甲県に、従たる事務所を乙県に設けて、甲県及び乙県で

宅地建物取引業を行うために、新設された会社である。） の宅地建物取引業の免

許の申請に関する次の記述は、宅地建物取引業法の規定によれば・・・ 

Ａ社は、国土交通大臣の免許を受けなければならないが、その申請の際、登録

免許税 9万円を納めなければならない。 

 

２－１－７  

 

宅地建物取引業法に関する次の記述は、正しいか・・・ 

国土交通大臣又は都道府県知事は、免許に条件を付すことができるが、免許の

更新に当たっても条件を付すことができる。 

 

２－１－８  

 

宅地建物取引業の免許（以下この問において「免許」という。）に関する次の記

述は・・・ 

宅地建物取引業を営もうとする者が、国土交通大臣又は都道府県知事から免許

を受けた場合、その有効期間は、国土交通大臣から免許を受けたときは 5 年、都

道府県知事から免許を受けたときは 3年である。 

 

２－１－９  

 

次の記述は、宅地建物取引業法の規定によれば・・・ 

宅地建物取引業の免許の有効期間は 5 年であり、免許の更新の申請は、有効期

間満了の日の 90 日前から 30 日前までに行わなければならない。 
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業者免許の「更新」からの出題です。

免許の有効期間は、５年です。　免許の種類（大臣・知事）にかかわらず５年です。

２－１－６

２－１－８

○正しい

×誤り Ｐ４　７・８段目平２３－２６－④

免許の有効期間は、５年です。　そして、免許の更新を行う場合は、免許の有効期間満了日の９０日前から３０日前までに、

業者免許からの出題です。

業者免許の「更新」からの出題です。

「継続的に業務を行う場所・・・商業登記簿に登載されていない事務所・・・事務所には該当しない」旨の記載が誤りとなります。

「その有効期間・・・都道府県知事から免許を受けたときは3年である」旨の記載が誤りとなります。

Ｐ４　７・８段目平１６－３２－③２－１－９

「更新の申請」を行わなければなりません。　本肢記載のとおりです。

Ｐ４　２・３段目

○正しい

２－１－５ 平２６－２７－① ×誤り Ｐ４・２段目

業者免許からの出題です。

「事務所」①の本店・支店については、商業登記簿に登記されたものだけがに該当しますが、

Ｐ４・４段目

本肢のA社は、２以上の都道府県の区域内に「事務所」を設置する場合ですので、大臣免許の申請をしなければなりません。

平６－３５－①

免許権者（国土交通大臣・都道府県知事）は、免許（更新を含む）に条件を附し、これを変更することができます。

本肢記載のとおりです。

②継続的業務場所についても、契約締結権限を有する使用人を置くものについては、

商業登記簿に登載されていなかったとしても、「事務所」に該当します。　　cf.P26 場所の分類

２－１－７ 平２６－２７－② ○正しい

業者免許の「免許の条件」からの出題です。

そして、この場合、登録免許税９万円を納めなければなりません。　本肢記載のとおりです。
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２－１－１０  

 

宅地建物取引業の免許に関する次の記述は、宅地建物取引業法の規定によれ

ば、正しいか・・・  

法人である宅地建物取引業者Ｂ (乙県知事免許)が、乙県知事から業務の停止を

命じられた場合、Ｂは、免許の更新の申請を行っても、その業務の停止の期間中

は免許の更新を受けることができない。 

 

２－１－１１  

 

次の記述は、宅地建物取引業法の規定によれば・・・ 

宅地建物取引業者Ｃが、免許の更新の申請をしたにもかかわらず、従前の免許

の有効期間の満了の日までに、その申請について処分がなされないときは、従前

の免許は、有効期間の満了後もその処分がなされるまでの間は、なおその効力を

有する。 

 

２－１－１２  

 

宅地建物取引業法に関する次の記述は、正しいか・・・ 

免許申請中である者が、宅地建物取引業を営む目的をもって宅地の売買に関する

新聞広告を行った場合であっても、当該宅地の売買契約の締結を免許を受けた後に

行うのであれば、法第 12 条に違反しない。 

 

２－１－１３  

 

次の記述は、宅地建物取引業法の規定によれば・・・ 

免許を受けている個人Ｄが、自己の名義をもって個人Ｅに宅地建物取引業を営ま

せる行為は、Ｅが免許を受けているとしても、法第 13 条で禁止する名義貸しに該

当する。 
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業務停止処分期間中であっても、免許の更新を受けることができます。　　cf.P46 監督処分

平２１－２６－③

免許申請中であっても同旨ですし、売買契約の締結を免許を受けた後に行うのであっても同旨です。

免許を受けていない者は、「業」を営む旨の表示または「業」を営む目的を持って広告してはなりません。（宅建業法第12条）

２－１－１３ 平２２－２８－③

「・・・免許申請中・・・新聞広告・・・売買契約の締結を免許を受けた後・・・法第12条に違反しない」旨の記載が誤りとなります。

業者は、自己の名義をもって他人に宅地建物取引業を営ませてはなりません。

業者免許の「更新」からの出題です。

２－１－１０

○正しい

業者免許の「更新」からの出題です。

業者免許の「表示等の禁止」からの出題です。

平２６－２７－④

×誤り

業者免許の「名義貸し等の禁止」からの出題です。

Ｐ４・１１段目

有効期間満了日までに、免許申請についての処分がなされないときは、

２－１－１１

有効期間満了後も処分がなされるまでの間は、免許の効力は喪失しません。

Ｐ４・８段目

Ｐ４・１０段目

○正しい

業者が、免許の有効期間満了日の９０日前から３０日前までに、免許の更新の申請をした場合において、

したがって、業務停止処分期間中であっても、引き続き業務を営むのであれば、更新申請を行わなければなりません。

本肢記載のとおりです。

２－１－１２

平２８－３５－②

「他人に」となっていますので、「免許を受けているもの」に対してであったとしても、名義貸し等に該当します。

本肢記載のとおりです。

本肢は12条に違反するか否かを聞いていますが、条文番号まで暗記する必要はないです。

本肢のような出題に対しては、宅建業法違反なのかどうかで判断すること。

Ｐ４・８段目

「業務の停止の期間中は・・・免許の更新を受けることができない」旨の記載が誤りとなります。

×誤り
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２－１－１４  

 

次の記述は、宅地建物取引業法の規定によれば・・・ 

宅地建物取引業者は、自己の名義をもって、他の宅地建物取引業者に、宅地建

物取引業を営む旨の表示をさせ、又は宅地建物取引業を営む目的をもってする広

告をさせてはならない。 

 

２－１－１５  

 

次の記述は、宅地建物取引業法の規定によれば・・・ 

宅地建物取引業者が廃業届を提出し、免許の効力を失った場合であっても、その

者は、廃業前に締結した契約に基づく取引を結了する目的の範囲内においては、な

お宅地建物取引業者とみなされる。 

 

２－１－１６  

 

宅地建物取引業法の規定に関する次の記述は、正しいか・・・ 

宅地建物取引業者Ｂが自ら売主として宅地の売買契約を成立させた後、当該宅地

の引渡しの前に免許の有効期間が満了したときは、Ｂは、当該契約に基づく取引を

結了する目的の範間内においては、宅地建物取引業者として当該取引に係る業務を

行うことができる。 

 

２－１－１７  

 

宅地建物取引業者が行う広告に関する次の記述は、宅地建物取引業法の規定に

よれば・・・ 

宅地建物取引業の免許を取り消された者は、免許の取消し前に建物の売買の広告

をしていれば、当該建物の売買契約を締結する目的の範囲内においては、なお宅地

建物取引業者とみなされる。 
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業者免許の「みなし業者」からの出題です。

業者であった者は、廃業前に締結した契約に基づく取引を結了する目的の範囲内においては、なお宅地建物取引業者とみなされます。

○正しい

業者が廃業届を提出し、免許が効力を失った場合（②廃業等（破産・解散・業の廃止）により免許が効力を失ったとき）でも、

業者免許の「みなし業者」からの出題です。

本肢記載のとおりです。

平１４－４４－②

業法の監督処分や罰則（cf.P46）の対象となります。　取引の相手方を保護する主旨の規定です。　

したがって、廃業の届出をしたとしても、仕掛かり物件については最後まで業者として業務を全うしなければなりませんし、

Ｐ４・１２段目

業者は、自己の名義を持って他人に「業」を営む旨の表示をさせ、または「業」を営む目的を持って広告させてはなりません。

２－１－１４

名義貸し等は禁止されています。　本肢記載のとおりです。

２－１－１５

平７－３７－①

業者免許の「名義貸し等の禁止」からの出題です。

Ｐ４・１１段目○正しい

２－１－１７ 平２３－３６－④ ×誤り Ｐ４・１２段目

なお宅地建物取引業者とみなされますが、本肢では、「広告」をしていただけですので、これに該当しません。

業者であった者は、⑤免許を取消されたときでも、免許取消前に締結した契約に基づく取引を結了する目的の範囲内においては、

「・・・免許の取消し前に建物の売買の広告・・・なお宅地建物取引業者とみなされる」旨の記載が誤りとなります。

２－１－１６ 平２８－３７－㋑ ○正しい Ｐ４・１２段目

業者免許の「みなし業者」からの出題です。

業者が廃業届を提出し、免許が効力を失った場合（①免許の有効期間が満了したときにより免許が効力を失ったとき）でも、

業者であった者は、廃業前に締結した契約に基づく取引を結了する目的の範囲内においては、なお宅地建物取引業者とみなされます。

したがって、廃業の届出をしたとしても、仕掛かり物件については最後まで業者として業務を全うしなければなりませんし、

業法の監督処分や罰則（cf.P46）の対象となります。　取引の相手方を保護する主旨の規定です。　

本肢記載のとおりです。
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２－２－１  

 

次の記述は、宅地建物取引業法の規定によれば・・・ 

都道府県知事は、不正の手段によって宅地建物取引士資格試験を受けようとし

た者に対しては、その試験を受けることを禁止することができ、また、その禁止

処分を受けた者に対し 2 年を上限とする期間を定めて受験を禁止することができ

る。 

 

２－２－２  

 

宅地建物取引業法に規定する取引士に関する次の記述は・・・ 

宅地建物取引士資格試験に合格した者でも、3 年間以上の実務経験を有しなけれ

ば、法第 18 条第１項の登録を受けることができない。 

 

２－２－３  

 

次の記述は、宅地建物取引業法 の規定によれば・・・ 

宅地建物取引士資格試験に合格した者で、宅地建物の取引に関し 2 年以上の実

務経験を有するもの、又は都道府県知事がその実務経験を有するものと同等以上

の能力を有すると認めたものは、法第 18 条第 1項の登録を受けることができる。 

 

２－２－４  

 

宅地建物取引士資格登録（以下この問において「登録」という。）又は宅地建物

取引士（以下「取引士」という。）に関する次の記述は、宅地建物取引業法の規定

によれば・・・ 

宅地建物取引士資格試験に合格した者で、宅地建物の取引に関し 2 年以上の実

務の経験を有しないものは、合格した日から 5 年を経過する日までに国土交通大

臣の登録を受けた者が実施する登録実務講習を修了しなければ、登録を受けるこ

とができない。 
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知事または指定試験機関は、不正の手段によって試験を受け、または受けようとした者に対して、

合格決定の取消しまたはその試験の受験禁止をすることができます。

Ｐ５・３段目

取引士の「登録」からの出題です。

試験に合格した者で、２年以上の実務経験を有する者、または国土交通大臣がその実務経験を有するものと

平２０－３３－②

試験に合格した者で、２年以上の実務経験を有しない者については、

２－２－１ 平２１－２９－① ×誤り Ｐ５・２段目

Ｐ５・３段目

当該試験を行なった知事の登録を受けることができますが、

平１３－３１－②２－２－２

「・・・３年間以上の実務経験を有しなければ・・・登録を受けることができない」旨の記載が誤りとなります。

試験に合格した者で、２年以上の実務経験を有する者、または国土交通大臣がその実務経験を有するものと

取引士の「登録」からの出題です。

Ｐ５・３段目

２－２－３

取引士の「登録」からの出題です。

同等以上の能力を有すると認めたものは、当該試験を行なった知事の登録を受けることができます。

「合格した日から５年を経過する日までに・・・登録実務講習を修了しなければ、登録を受けることができない」旨の記載が誤りとなります。

合格した日から何年以内に登録実務講習を修了しなければ登録することはできない旨の規定はありません。

×誤り

取引士の「試験」からの出題です。

×誤り

同等以上の能力を有すると認めたものは、当該試験を行なった知事の登録を受けることができます。

「・・禁止処分を受けた者に対し・・・２年を上限とする期間を定めて・・・受験を禁止することができる・・・」旨の記載が誤りとなります。

そして、知事は、上記処分を受けた者に対して、情状により、３年以内の期間を定めて試験の受験禁止をすることができます。

ちなみに、受験禁止の処分は、指定試験機関でも行えますが、３年以内の受験禁止の処分まで行えるのは知事のみです。

国土交通大臣の登録を受けた者が実施する登録実務講習を修了することにより、

２－２－４ 平７－３８－② ×誤り

「・・・都道府県知事が・・・その実務経験を有するものと同等以上の能力を有すると認めたものは・・・」旨の記載が誤りとなります。
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２－２－５  

 

次の記述は、宅地建物取引業法 の規定によれば・・・ 

Ｘは、甲県で行われた宅地建物取引士資格試験に合格した後、乙県に転居し

た。その後、登録実務講習を修了したので、乙県知事に対し法第 18 条第 1 項の登

録を申請した。 

 

２－２－６  

 

宅地建物取引業者Ａの取引士Ｂが、甲県知事の宅地建物取引士資格試験に合格

し、同知事の宅地建物取引士資格登録（以下この問において「登録」という）を

受けている場合に関する次の記述は・・・ 

Ｂが乙県知事への登録の移転を受けた後、乙県知事に登録を消除され、再度登

録を受けようとする場合、Ｂは、乙県知事に登録の申請をすることができる。 

 

２－２－７  

 

宅地建物取引士資格登録（以下この問において「登録」という。）に関する次の

記述は、宅地建物取引業法の規定によれば・・・ 

甲県知事の登録を受けているＡは、甲県知事に対して宅地建物取引士証の交付

を申請することができるが、Ａの登録及び宅地建物取引士証の有効期間は、5 年で

ある。 

 

２－２－８  

 

宅地建物取引士資格登録(以下この問において「登録」という。) 及び宅地建物

取引士証(以下この問において「取引士証」という。)に関する次の記述は、宅地

建物取引業法の規定によれば・・・ 

丙県知事から取引士証の交付を受けている取引士が、取引士証の有効期間の更

新を受けようとするときは、丙県知事に申請し、その申請前 6 月以内に行われる

国土交通大臣の指定する講習を受講しなければならない。 
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Ｐ５・４段目

取引士の「登録」からの出題です。

取引士の「登録」からの出題です。

取引士の「登録」からの出題です。

登録をしている知事でなければ登録事項を把握できないのが理由です。

尚、取引士証の交付申請は、登録をしている知事に対して行いますので、この部分の記載は正しいです。

平１９－３１－③２－２－８

また、「申請前６月以内」旨の記載も正しいです。

取引士証の更新の際には、申請前６月以内に行なわれる知事の指定する法定講習を受けなければなりません。

登録をしている知事でなければ登録事項を把握できないのが理由です。

「・・・大臣の指定する講習・・・」旨の記載が誤りとなります。

尚、取引士証の交付申請は、登録をしている知事に対して行いますので、「丙県知事に申請」旨の記載は正しいです。

取引士の「取引士証」からの出題です。

「甲県で行われた・・・試験に合格した後・・・乙県に転居・・・乙県知事に対し・・・登録を申請した」旨の記載が誤りとなります。

平９－３２－①

×誤り

登録の移転（P7）後、登録を消除され再度登録を行なう場合でも「試験を行なった知事」に対して登録の申請を行ないます。

登録の移転を行っていた場合でも、試験に合格したという記録を持っているのは、あくまで「試験を行った知事」だと考えてください。

２－２－７ ×誤り

「・・・Aの登録・・・有効期間は、５年である」旨の記載が誤りとなります。

「乙県知事への登録の移転・・・登録を消除され・・・再度登録・・・乙県知事に登録の申請をすることができる」旨の記載が誤りとなります。

２－２－６ 平１１－４５－④ ×誤り Ｐ５・３段目

取引士証の有効期間は５年ですが、登録の効力には有効期間はなく、本人の死亡以外は登録の消除を受けない限り、一生有効です。

Ｐ５　３・４段目

２－２－５ 平２０－３０－① ×誤り Ｐ５・３段目

登録の申請は、「試験を行なった知事」に対して行ないます。

試験合格後、他の都道府県に転居した場合でも、「試験を行なった知事」に対して行ないます。

試験に合格したという記録を持っているのは、「試験を行った知事」だと考えてください。
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２－２－９  

 

甲県知事の宅地建物取引士資格登録（以下この問において「登録」という。）を

受け、乙県内の宅地建物取引業者の事務所に勤務している取引士Ａに関する次の

記述は、宅地建引業法の規定によれば・・・ 

Ａは、宅地建物取引士証の有効期間の更新を受けようとするときは、必ず甲県

知事が指定する講習で交付の申請前 1 年以内に行われるものを受講しなければな

らない。 

 

２－２－１０  

 

宅地建物取引業法に規定する宅地建物取引士資格登録(以下この問において「登

録」という。)、取引士及び宅地建物取引士証に関する次の記述は・・・ 

宅地建物取引士証の交付を受けようとする者(宅地建物取引士資格試験合格日か

ら 1 年以内の者又は登録の移転に伴う者を除く。)は、都道府県知事が指定した講

習を、交付の申請の 90 日前から 30 日前までに受講しなければならない。 

 

２－２－１１  

 

宅地建物取引業法に規定する取引士及び宅地建物取引士証（以下この問におい

て「取引士証」という。）に関する次の記述は・・・ 

宅地建物取引士資格試験に合格した日から 1 年以内に取引士証の交付を受けよ

うとする者は、登録をしている都道府県知事の指定する講習を受講する必要はな

い。 

 

２－２－１２  

 

取引士Ａが、甲県知事の宅地建物取引士資格登録(以下「登録」という。)及び

宅地建物取引士証(以下「取引士証」という。)の交付を受けている場合に関する

次の記述は・・・ 

Ａが、甲県知事から取引士証の交付を受けた際に付された条件に違反したとき

は、甲県知事は、Ａの登録を消除しなければならない。 
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２－２－１１ 平２３－２８－④ ○正しい Ｐ５・４段目

取引士の「取引士証」からの出題です。

本肢記載のとおりです。

取引士証の交付・更新の際には、申請前６月以内に行なわれる知事の指定する法定講習を受けなければなりませんが、

例外として、㋐㋑に該当する場合は法定講習を受講する必要はありません。

平１８－３２－③

取引士の「取引士証」からの出題です。

「条件に違反したとき・・・登録を消除しなければならない」旨の記載が誤りとなります。

その旨の記載は、正しいです。

取引士の「取引士証」からの出題です。

取引士証の交付の際に条件を附すことはできません。　cf.P4　免許の条件

取引士の「取引士証」からの出題です。

㋐合格した日から１年以内に取引士証の交付を申請する場合、㋑登録の移転の申請とともに取引士証の交付を申請する場合

本肢は、㋐に該当しますので、法定講習を受講する必要はありません。

「・・・交付の申請前１年以内・・・」旨の記載が誤りとなります。

×誤り

尚、本肢の取引士Aは、甲県知事の登録を受けていますので、甲県知事が指定する法定講習を受講しなければなりません。

尚、「都道府県知事が指定した講習」旨の記載は、正しいです。

２－２－１０ 平２５－４４－㋑

Ｐ５・４段目

取引士証の更新の際には、申請前６月以内に行なわれる知事の指定する法定講習を受けなければなりません。

２－２－９

×誤り Ｐ５・４段目

×誤り Ｐ５・４段目

「・・・交付の申請の90目前から30日前までに・・・受講しなければならない」旨の記載が誤りとなります。　　cf.P4 業者免許の更新

取引士証の更新の際には、申請前６月以内に行なわれる知事の指定する法定講習を受けなければなりません。

したがって、条件違反により登録を消除されることもありません。

２－２－１２ 平１２－３２－①
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２－２－１３  

 

宅地建物取引士（以下「取引士」という）Ａが、甲県知事から宅地建物取引士

証（以下「取引士証」という）の交付を受けている場合に関する次の記述

は・・・ 

Ａが、乙県の区域内における業務に関して乙県知事から事務禁止の処分を受け

たとき、Ａは、1週間以内に乙県知事に取引士証を提出しなければならない。 

 

２－２－１４  

 

宅地建物取引業法に規定する宅地建物取引士資格登録(以下この問において「登

録」という。)、取引士及び宅地建物取引士証に関する次の記述は・・・ 

取引士は、事務禁止処分を受けた場合、宅地建物取引士証をその交付を受けた

都道府県知事に速やかに提出しなければならないが、提出しなかったときは 10 万

円以下の過料に処せられることがある。 

 

２－２－１５  

 

宅地建物取引士資格登録（以下この問において「登録」という｡）又は取引士に

関する次の記述は、宅地建物取引業法の規定によれば・・・ 

取引士が勤務している宅地建物取引業者が、宅地建物取引業に関し不正な行為

をして業務停止処分を受けた場合、当該取引士は速やかに、宅地建物取引士証を

その交付を受けた都道府県知事に提出しなければならない。 

 

２－２－１６  

 

宅地建物取引業法に規定する取引士に関する次の記述は・・・ 

取引士Ａは、甲県知事から事務の禁止の処分を受け、宅地建物取引士証を甲県知

事に提出したが、禁止処分の期間が満了した場合は、返還の請求がなくても、甲県

知事は、直ちに宅地建物取引士証をＡに返還しなければならない。 
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取引士の「取引士証」からの出題です。

本肢の取引士は、甲県知事から宅地建物取引士証の交付を受けています。

取引士の「取引士証」からの出題です。

２－２－１６ 平１７－３２－④

取引士の「取引士証」からの出題です。

２－２－１５ 平１４－３５－③ ×誤り Ｐ５・４段目　P４０

取引士が、事務の禁止処分を受けたときは、速やかに、「交付を受けた知事」に提出しなければなりませんが、

勤務先の業者が業務停止処分を受けた際に、取引士が監督処分（事務禁止処分）を受ける旨の規定はありません。　cf.P46

取引士の「取引士証」からの出題です。

Ｐ５・４段目

「勤務している・・・業者が・・・業務停止処分・・・速やかに・・・取引士証・・・提出しなければならない」旨の記載が誤りとなります。

ちなみに、「取引士が監督処分を受けた場合で、業者に帰責事由があるとき」は、業者が指示処分を受ける場合があります。cf.P46

×誤り Ｐ５・４段目

知事は、事務禁止の期間満了後に提出者から返還請求があった場合、直ちに返還しなければなりません。

「返還の請求がなくても・・・返還しなければならない」旨の記載が誤りとなります。　

本肢記載のとおりです。

２－２－１４

取引士が、事務の禁止処分を受けたときは、速やかに、「交付を受けた知事」に提出しなければなりません。

取引士が、事務の禁止処分を受けたときは、速やかに、「交付を受けた知事」に提出しなければなりません。

尚、事務禁止処分は、その行為を行った区域を管轄する知事も行うことができます。　cf.P46

また、「１週間以内に」旨の記載も誤りとなります。　　「速やかに」シリーズです。

平２５－４４－㋓ ○正しい

そして、提出義務違反の場合は、１０万円以下の過料の罰則の定めがあります。

２－２－１３

「・・・乙県知事から処分・・・乙県知事に・・・提出しなければならない」旨の記載が誤りとなります。

平１１－３１－② ×誤り Ｐ５・４段目
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２－２－１７  

 

宅地建物取引業者が行う宅地建物取引業法第 35 条に規定する重要事項の説明(以

下この問において「重要事項説明」という。)及び同条の規定により交付すべき書

面(以下この問において「35 条書面」という。)に関する次の記述は・・・ 

宅地建物取引業者が、取引士をして取引の相手方に対し重要事項説明をさせる場

合、当該取引士は、取引の相手方から請求がなくても、宅地建物取引士証を相手方

に提示しなければならず、提示しなかったときは、20 万円以下の罰金に処せられ

ることがある。 

 

２－２－１８  

 

宅地建物取引士 （以下 「取引士」 という。） と宅地建物取引士証 （以下 

「取引士証」 という。） に関する次の記述は、宅地建物取引業法の規定によれ

ば・・・ 

取引士は、常時取引士証を携帯して、取引の関係者から請求があったとき提示す

ることを要し、これに違反したときは、10 万円以下の過料に処せられることがあ

る。 

 

２－２－１９  

 

宅地建物取引業法の規定に関する次の記述は、正しいか・・・ 

「宅地建物取引業者は、取引の関係者に対し、信義を旨とし、誠実にその業務を

行わなければならない」との規定があるが、宅地建物取引土については、規定はな

いものの、公正かつ誠実に宅地建物取引業法に定める事務を行うとともに、宅地建

物取引業に関連する業務に従事する者との連携に努めなければならないものと解さ

れている。 

 

２－２－２０  

 

宅地建物取引業法の規定に関する次の記述は、正しいか・・・ 

「宅地建物取引士は、宅地建物取引業の業務に従事するときは、宅地建物取引士

の信用又は品位を害するような行為をしてはならない」との規定がある。 
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取引士の「取引士証」からの出題です。

取引士は、取引の関係者の請求があったときは、取引士証を提示しなければなりませんが、

「・・・１０万円以下の過料に処せられることがある」旨の記載が誤りとなります。

ちなみに、重要事項の説明をする際の提示義務違反の場合には、罰則の適用があります。

２－２－１８ 平６－３７－① ×誤り Ｐ５・４段目

２－２－１７ 平２５－３０－② ×誤り Ｐ５・４段目

この規定に違反しても罰則の適用はありません。

取引士は、重要事項の説明をするときには、請求がなくても必ず提示しなければなりません。

この規定に違反した場合は、罰則（１０万円以下の過料）に処せられる可能性があります。

「・・・提示しなかったとき・・・20万円以下の罰金に処せられることがある」旨の記載が誤りとなります。

取引士の「取引士証」からの出題です。

購入者等の利益の保護及び円滑な宅地又は建物の流通に資するよう、公正かつ誠実にこの法律に定める事務を行うとともに、

Ｐ５・７段目

２－２－１９ 平２７－３５－① ×誤り Ｐ５・６段目

「取引士の業務処理の原則」と「業者の業務処理の原則」からの出題です。

取引士は、宅地建物取引業の業務に従事するときは、宅地又は建物の取引の専門家として、

取引士の「信用失墜行為の禁止」からの出題です。

取引士は、取引士の信用または品位を害するような行為をしてはなりません。

そして、業務に従事するときに限らず、適用されます。

「・・・業務に従事するときは・・・規定がある」旨の記載が誤りとなります。

宅地建物取引業に関連する業務に従事する者との連携に努めなければなりません。

業者は、取引の関係者に対し、信義を旨とし、誠実にその業務を行なわなければなりません。　　cf.P2

いずれも、宅建業法に規定があります。　　「・・・解されている」旨の記載が誤りとなります。

２－２－２０ 平２７－３５－② ×誤り
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２－３－１  

 

宅地建物取引業者Ａ社（甲県知事免許）に関する次の記述は、宅地建物取引業

法の規定によれば・・・ 

取引士ではないＣがＡ社の非常勤の取締役に就任したとき、Ａ社はその旨を甲

県知事に届け出る必要はない。 

 

２－３－２  

 

次の記述は、宅地建物取引業法 の規定によれば・・・ 

法人である宅地建物取引業者Ａ (甲県知事免許) は、役員の住所について変更

があった場合、その日から 30 日以内に、その旨を甲県知事に届け出なければなら

ない。 

 

２－３－３  

 

次の記述は、宅地建物取引業法の規定によれば・・・ 

宅地建物取引業者Ｄ社（丙県知事免許）の監査役の氏名について変更があった

場合、Ｄ社は、30 日以内にその旨を丙県知事に届け出なければならない。 

 

２－３－４  

 

次の記述は、宅地建物取引業法の規定によれば・・・ 

宅地建物取引業者Ｂ社（乙県知事免許）の政令で定める使用人Ｃが本籍地を変

更した場合、Ｂ社は、その旨を乙県知事に届け出る必要はない。 
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×誤り

「役員」に変更があった場合には、「変更の届出」を申請しなければなりませんが、「住所」は登載事項になっていません。

したがって、役員の住所の変更があった場合でも、「変更の届出」は不要です。

尚、「３０日以内に・・・届け出なければならない」旨の記載も正しいです。

２－３－３

業者が法人の場合の「役員の氏名」は、届出が必要な業者名簿の登載事項になっていますので、

平１６－３２－④

業者の「変更の届出」からの出題です。

業者が法人の場合の「役員の氏名」は、届出が必要な業者名簿の登載事項になっていますので、

○正しい Ｐ６

したがって、政令で定める使用人の本籍地の変更があった場合でも、「変更の届出」は不要です。

業者の「変更の届出」からの出題です。

２－３－２ 平２１－２８－①

「・・・非常勤の取締役に就任・・・届け出る必要はない」旨の記載が誤りとなります。

「政令で定める使用人の氏名」は、届出が必要な業者名簿の登載事項になっていますが、「本籍地」は登載事項になっていません。

「役員」に変更があった場合には、「変更の届出」を申請しなければなりません。

２－３－４ 平１６－３２－②

そして、この場合の「役員」には、非常勤の者も含まれます。

Ｐ６

業者の「変更の届出」からの出題です。

Ｐ６

「・・・役員の住所に変更・・・届け出なければならない」旨の記載が誤りとなります。

業者が法人の場合の「役員の氏名」は、届出が必要な業者名簿の登載事項になっていますので、

業者の「変更の届出」からの出題です。

２－３－１ 平１８－３１－② Ｐ６×誤り

○正しい

役員（取締役・監査役）に変更があった場合には、「変更の届出」を申請しなければなりません。　本肢記載のとおりです。

本肢記載のとおりです。
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２－３－５  

 

取引士の設置に関する次の記述は、宅地建物取引業法の規定によれば・・・ 

宅地建物取引業者Ｂ(甲県知事免許)は、その事務所において、成年者である取

引士Ｃを新たに専任の取引士として置いた。この場合、Ｂは、30 日以内に、その

旨を甲県知事に届け出なければならない。 

 

２－３－６  

 

宅地建物取引業者Ａ社（甲県知事免許）の取引士は、専任の取引士であるＢのみ

である。次の記述は、宅地建物取引業法の規定によれば・・・ 

Ａ社の専任の取引士がＢからＣに交代した場合、Ａ社は 2 週間以内に甲県知事

に対して、宅地建物取引業者名簿の変更の届出を行わなければならない。 

 

２－３－７  

 

宅地建物取引業者である法人Ａ（甲県知事免許）の事務所において、専任の取

引士で成年者であるもの（以下この問において「専任取引士」という。）に 1 名の

不足が生じた場合に関する次の記述は、宅地建物取引業法の規定によれば・・・ 

Ａは、取引士Ｂを新たに専任取引士とした場合は、30 日以内に、Ｂの氏名及び

住所を甲県知事に届け出なければならない。 

 

２－３－８  

 

宅地建物取引業者Ａが事務所の廃止、新設等を行う場合に関する次の記述は、

宅地建物取引業法の規定によれば・・・ 

国土交通大臣の免許を受けているＡ （事務所数 2） が、甲県の主たる事務所を

従たる事務所に、乙県の従たる事務所を主たる事務所に、変更した場合、Ａは、

国土交通大臣に変更の届出をしなければならない。 
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「専任の取引士の氏名」は、届出が必要な業者名簿の登載事項ですが、「住所」は登載事項になっていません。

免許を受けた大臣または知事に「変更の届出」を申請しなければなりません。

○正しい Ｐ６・P７２－３－８

「事務所」の名称・所在地は、届出が必要な業者名簿の登載事項になっていますので、

業者の「変更の届出」からの出題です。

変更があった場合には、「変更の届出」を申請しなければなりません。　本肢記載のとおりです。

尚、本肢の事例は、大臣免許のままでの主たる事務所の変更ですので、「免許換え」の必要はありません。　cf.P7

Ｐ６　Ｐ２６

「専任」が不足した場合、２週間以内に必要な措置をとらなければなりません。　cf.Ｐ２６

２－３－５

免許を受けた大臣または知事に「変更の届出」を申請しなければなりません。

業者の「変更の届出」からの出題です。

平１９－３０－② ○正しい

２－３－６

本肢記載のとおりです。

「専任の取引士の氏名」は、届出が必要な業者名簿の登載事項です。

平１６－３３－③

そして、業者は、業者名簿の登載事項のうち一定の事項について、変更があった場合には、３０日以内に、

本肢では、新たに専任の取引士Ｃを設置していますので、３０日以内に、「変更の届出」を申請しなければなりません。

×誤り

免許を受けた大臣または知事に「変更の届出」を申請しなければなりません。

そして、業者は、業者名簿の登載事項のうち一定の事項について、変更があった場合には、３０日以内に、

Ｐ６　Ｐ２６

平８－４３－① ×誤り

「専任の取引士の氏名」は、届出が必要な業者名簿の登載事項です。

「・・・２週間以内に・・・変更の届出を行わなければならない」旨の記載が誤りです。

平６－３８－④

２－３－７

業者の「変更の届出」からの出題です。

本肢では、Ａ社の専任の取引士がＢからＣに変更されていますので、３０日以内に、「変更の届出」を申請しなければなりません。

Ｐ６

「・・・住所を・・・届出なければならない」旨の記載が誤りとなります。

業者は、業者名簿の登載事項のうち一定の事項について、変更があった場合には、３０日以内に、

業者の「変更の届出」からの出題です。

「専任」が不足した場合、２週間以内に必要な措置をとらなければなりません。　cf.Ｐ２６
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２－３－９  

 

次の記述は、宅地建物取引業法 の規定によれば・・・ 

宅地建物取引業者Ｄ (丙県知事免許) は、建設業の許可を受けて新たに建設業

を営むこととなった場合、Ｄは当該許可を受けた日から 30 日以内に、その旨を丙

県知事に届け出なければならない。 

 

２－３－１０  

 

次の記述は、宅地建物取引業法の規定によれば・・・ 

宅地建物取引業者が宅地建物取引業以外の事業を併せて営もうとする場合は、

その事業の種類について免許を受けた国土交通大臣又は都道府県知事に届け出た

後でなければ、当該事業を開始してはならない。 

 

２－３－１１  

 

次の記述は、宅地建物取引業法の規定によれば・・・ 

宅地建物取引士の登録を受けている者が本籍を変更した場合、遅滞なく、登録

をしている都道府県知事に変更の登録を申請しなければならない。 

 

２－３－１２  

 

Ａが、甲県知事の宅地建物取引士資格登録（以下この問において「登録」とい

う。）を受けている場合に関する次の記述は・・・なお、Ｂ社及びＣ社は、いずれ

も宅地建物取引業者である。  

Ａが、乙県に自宅を購入し、甲県から住所を移転した場合、Ａは 30 日以内に、

甲県知事に変更の登録を申請しなければならない。 
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Ｐ６

取引士の「変更の登録」からの出題です。

「宅地建物取引業以外の事業・・・届出た後でなければ・・・当該事業を開始してはならない」旨の記載が誤りとなります。

Ｐ６×誤り

「宅建業以外の事業の種類」は、業者名簿の登載事項になっていますが、届出が必要な業者名簿の登載事項ではありません。

平７－３７－④

業者の「変更の届出」からの出題です。

Ｐ６

「・・・新たに建設業・・・届け出なければならない」旨の記載が誤りとなります。

「本籍地」は、届出が必要な取引士登録簿の登録事項ですので、

２－３－９

２－３－１０

○正しい Ｐ６

「宅建業以外の事業の種類」は、業者名簿の登載事項になっていますが、届出が必要な業者名簿の登載事項ではありません。

２－３－１１

平２１－２８－④

平２１－２９－②

したがって、「変更の届出」は不要ですし、届出た後でなければ事業を開始してはならない旨の規定もありません。

業者の「変更の届出」からの出題です。

×誤り

本肢記載のとおりです。

×誤り

本籍地の変更があった場合には、遅滞なく、登録を受けている知事に、「変更の登録」を申請しなければなりません。

「住所」は、届出が必要な取引士登録簿の登録事項ですので、

住所の変更があった場合には、遅滞なく、登録を受けている知事に、「変更の登録」を申請しなければなりません。

２－３－１２

ちなみに、本肢の転居を理由に、「登録の移転」を申請することはできません。　cf.P7

取引士の「変更の登録」からの出題です。

平１０－４４－②

「・・・３０日以内に・・・変更の登録を申請しなければならない」旨の記載が誤りとなります。
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２－３－１３  

 

個人である宅地建物取引業者Ａは、甲県に従業者（一時的な事務補助者を除

く。以下同じ。）14 人の本店、乙県に従業者 7 人の支店を有するが、支店を廃止し

てその従業者全員を、本店で従事させようとしている。この場合に関する次の記

述は、宅地建物取引業法の規定によれば・・・ 

甲県の事務所に移転する取引士で、乙県知事に宅地建物取引士資格登録をして

いるものは、事務所移転に伴い自己の住所を甲県に移転したときは、遅滞なく、

乙県知事に変更の登録申請をする必要がある。 

 

２－３－１４  

 

宅地建物取引士の登録（以下この問において「登録」という。）及び宅地建物取

引士証（以下この問において「取引士証」という。）に関する次の記述は、民法及

び宅地建物取引業法の規定によれば・・・ 

登録を受けている者は、取引士証の交付を受けていない場合は、その住所に変

更があっても、登録を受けている都道府県知事に変更の登録を申請する必要はな

い。 

 

２－３－１５  

 

Ａが、甲県知事の宅地建物取引士資格登録（以下この問において「登録」とい

う。）を受けている場合に関する次の記述は・・・なお、Ｂ社及びＣ社は、いずれ

も宅地建物取引業者である。  

Ａが、甲県に所在するＢ社の事務所に従事していたが、転職して乙県に所在す

るＣ社の事務所で業務に従事した場合、Ａは、遅滞なく、甲県知事に変更の登録

を申請しなければならない。 

 

２－３－１６  

 

宅地建物取引士資格登録（以下この問において「登録」という｡）及び宅地建物

取引士証（以下この問において「取引士証」という｡）に関する次の記述は、宅地

建物取引業法の規定によれば・・・ 

取引士Ｃが、宅地建物取引業者Ｄ社を退職し、宅地建物取引業者Ｅ社に就職し

たが、ＣはＤ社及びＥ社においても専任の取引士ではないので、宅地建物取引士

資格登録簿の変更の登録は申請しなくてもよい。 
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２－３－１４

住所の変更があった場合には、遅滞なく、登録を受けている知事に、「変更の登録」を申請しなければなりません。

「登録を受けている者は・・・申請しなければならない」ですので、取引士証の交付を受けているか否かは関係ありません。

「・・・取引士証の交付を受けていない場合・・・住所に変更・・・変更の登録を申請する必要はない」旨の記載が誤りとなります。

Ｐ６

Ｐ６

「住所」は、届出が必要な取引士登録簿の登録事項ですので、

２－３－１３ 平７－３９－④

「住所」は、届出が必要な取引士登録簿の登録事項ですので、

Ｐ６

取引士の「変更の登録」からの出題です。

平２２－３０－②

「業務に従事する業者の商号・名称・免許証番号」は、届出が必要な取引士登録簿の登録事項ですので、

本肢記載のとおりです。

○正しい

×誤り

住所の変更があった場合には、遅滞なく、登録を受けている知事に、「変更の登録」を申請しなければなりません。

２－３－１５ 平１０－４４－④ ○正しい

ちなみに、本肢の事例の場合「登録の移転」を申請することができます。　cf.P７

×誤り

「業務に従事する業者の商号・名称・免許証番号」は、届出が必要な取引士登録簿の登録事項ですので、

勤務先を変更した者は、遅滞なく、登録を受けている知事に、「変更の登録」を申請しなければなりません。

Ｐ６

勤務先を変更した者は、遅滞なく、登録を受けている知事に、「変更の登録」を申請しなければなりません。

取引士の「変更の登録」からの出題です。

平１６－３４－②

「専任ではないので・・・変更の登録・・・申請しなくてよい」旨の記載が誤りとなります。

「登録を受けている者は・・・申請しなければならない」ですので、「専任」か否かは関係ありません。

取引士の「変更の登録」からの出題です。

本肢記載のとおりです。

２－３－１６

取引士の「変更の登録」からの出題です。

ちなみに、本肢の事例の場合「登録の移転」を申請することができます。　cf.P7
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２－３－１７  

 

宅地建物取引業者Ａ社（甲県知事免許）の取引士は、専任の取引士であるＢのみ

である。次の記述は、宅地建物取引業法の規定によれば・・・ 

Ａ社が事務所を乙県に移転したため、乙県知事の免許を取得した場合、Ｂは宅

地建物取引士資格登録簿の変更の登録を申請しなければならない。 

 

２－３－１８  

 

宅地建物取引業者Ａの取引士Ｂが、甲県知事の宅地建物取引士資格試験に合格

し、同知事の宅地建物取引士資格登録（以下この問において「登録」という）を

受けている場合に関する次の記述は・・・ 

Ｂが、事務禁止の処分を受けている間は、Ａの商号に変更があった場合でも、

Ｂは、変更の登録の申請を行うことはできない。 

 

２－３－１９  

 

宅地建物取引業者Ａ社（甲県知事免許）の取引士は、専任の取引士であるＢのみ

である。次の記述は、宅地建物取引業法の規定によれば・・・ 

Ａ社が有限会社から株式会社に組織変更を行った場合、Ａ社は甲県知事に対して

宅地建物取引業者名簿の変更の届出が必要であるが、Ｂは宅地建物取引士資格登録

簿の変更の登録を申請しなくてもよい。 

 

２－３－２０  

 

甲県に本店を、乙県に支店を設けて国土交通大臣免許を受けている宅地建物取

引業者Ａは、甲県知事の宅地建物取引士資格登録（以下この問において「登録」

という）を受けている取引士Ｂを本店の専任の取引士として従事させている。こ

の場合に関する次の記述は、宅地建物取引業法の規定によれば・・・ 

Ｂが住所を変更した場合には、Ａはその旨を甲県知事を経由して国土交通大臣

に届け出なければならず、Ｂは甲県知事に変更の登録を申請しなければならな

い。 
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そして、「業務に従事する業者の商号・名称・免許証番号」は、届出が必要な取引士登録簿の登録事項ですので、

前段については、「商号」は、届出が必要な業者名簿の登載事項ですので、

２－３－１９ 平１６－３３－①

勤務先の商号の変更があった者は、遅滞なく、登録を受けている知事に、「変更の登録」を申請しなければなりません。

業者の「変更の届出」と取引士の「変更の登録」からの出題です。

本文より、Bは業者Aの「専任の取引士」です。

取引士Bは、「変更の登録」を申請しなければなりません。　後段部分は正しい記載です。

×誤り Ｐ６

業者の「変更の届出」と取引士の「変更の登録」からの出題です。

×誤り Ｐ６

「変更の登録」は、「義務＝しなければならない」ですので、事務禁止処分の期間内であっても、申請しなければなりません。

Ｐ６

取引士の「変更の登録」からの出題です。

２－３－２０ 平８－３９－②

本肢記載のとおりです。

×誤り

業者Aは、「変更の届出」を申請する必要はありません。　「住所を変更・・・届出なければならず」旨の記載が誤りとなります。

尚、後段については、「住所」は、届出が必要な取引士登録簿の登録事項ですので、

２－３－１８ 平１１－４５－②

「事務禁止の処分を受けている間は・・・変更の登録の申請を行うことができない」旨の記載が誤りとなります。

遅滞なく、登録を受けている知事に、「変更の登録」を申請しなければなりません。

取引士の「変更の登録」からの出題です。

そして、「業務に従事する業者の商号・名称・免許証番号」は、届出が必要な取引士登録簿の登録事項ですので、

「・・・変更の登録を申請しなくてもよい」旨の記載が誤りとなります。

本肢記載のとおりです。

取引士Bは、「変更の登録」を申請しなければなりません。　

後段については、「業務に従事する業者の商号・名称・免許証番号」は、届出が必要な取引士登録簿の登録事項ですので、

○正しい

業者が「免許換え」（cf.P7)を行った場合、新たな免許の取得として扱われますので、業者の免許証番号に変更が生じます。

２－３－１７ Ｐ６平１６－３３－②

組織変更により、「有限会社Ａ」から「株式会社Ａ」に商号が変更となった業者Aは、「変更の届出」を申請しなければなりせん。

前段については、「専任の取引士」の「住所」は、届出が必要な業者名簿の登載事項ではありませんので、
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２－４－１  

 

宅地建物取引士 (以下「取引士」という。) Ａが甲県知事の宅地建物取引士資

格登録 (以下この問において「登録」という。) を受けている場合に関する次の

記述は・・・ 

Ａは、氏名を変更したときは、遅滞なく変更の登録を申請するとともに、当該

申請とあわせて、宅地建物取引士証の書換え交付を申請しなければならない。 

 

２－４－２  

 

次の記述は、宅地建物取引業法 の規定によれば・・・ 

甲県知事から宅地建物取引士証 (以下この問において 「取引士証」 という。) 

の交付を受けている取引士は、その住所を変更したときは、遅滞なく、変更の登

録の申請をするとともに、取引士証の書換え交付の申請を甲県知事に対してしな

ければならない。 

 

２－４－３  

 

宅地建物取引業者である法人Ａ（甲県知事免許）の事務所において、専任の取

引士で成年者であるもの（以下この問において「専任取引士」という。）に１名の

不足が生じた場合に関する次の記述は、宅地建物取引業法の規定によれば・・・ 

Ａが、甲県知事から宅地建物取引士証の交付を受けているＣを専任取引士とし

た場合、Ｃは、同知事にその書換え交付を申請しなければならない。 

 

２－５－１  

 

次の記述は、宅地建物取引業法 の規定によれば・・・ 

Ａ社 (国土交通大臣免許) は、甲県に本店、乙県に支店を設置しているが、乙

県の支店を廃止し、本店を含むすべての事務所を甲県内にのみ設置して事業を営

むこととし、甲県知事へ免許換えの申請を行った。 
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２－５－１ 平２０－３０－③

業者の「免許換え」からの出題です。

本肢の場合、甲県知事免許が必要なわけですから、甲県知事に対して免許換えの申請をしなければなりません。

本肢記載のとおりです。

大臣免許を受けた業者が、１の都道府県にのみ「事務所」を有することとなった場合は、

ちなみに、本肢のAは、「専任の取引士の氏名」の「変更の届出」が必要となります。

「専任」の登録については、そもそも登録事項ではありませんので、変更の登録も書換え交付の申請も不要です。

取引士は、「氏名・住所」を変更したときは、変更の登録と併せて、取引士証の書換え交付を申請しなければなりませんが、

知事に対して「免許換え」の申請をしなければなりません。

平１２－３２－③２－４－１

○正しい Ｐ６

本肢記載のとおりです。

○正しい Ｐ７・２段目

ちなみに、取引士証の記載事項のうち変更される可能性があるのは住所・氏名だけです。

変更の登録についての「遅滞なく」旨の記載も正しいです。

平８－４３－②

ちなみに、取引士証の記載事項のうち変更される可能性があるのは住所・氏名だけです。

２－４－２

取引士の「書換え交付」からの出題です。

「Ａが・・・Ｃを専任主任者とした場合・・・Ｃは・・・書換え交付を申請しなければならない」旨の記載が誤りとなります。

平２０－３３－③

取引士は、「氏名・住所」を変更したときは、変更の登録と併せて、取引士証の書換え交付を申請しなければなりません。　

２－４－３

○正しい

取引士の「書換え交付」からの出題です。

変更の登録についての「遅滞なく」旨の記載も正しいです。

Ｐ６

Ｐ６

取引士は、「氏名・住所」を変更したときは、変更の登録と併せて、取引士証の書換え交付を申請しなければなりません。　

×誤り

本肢記載のとおりです。　

取引士の「書換え交付」からの出題です。
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２－５－２  

 

次の記述は、宅地建物取引業法 の規定によれば・・・ 

Ｂ社 (甲県知事免許) は、甲県の事務所を廃上し、乙県内で新たに事務所を設

置して宅地建物取引業を営むため、甲県知事へ廃業の届けを行うとともに、乙県

知事へ免許換えの申請を行った。 

 

２－５－３  

 

甲県に本店、乙県にａ支店を置き国士交通大臣の免許を受けている宅地建物取引

業者Ａ（個人）は、ａ支店の専任の取引士Ｂが不在になり、宅地建物取引業法第

15 条の要件を欠くこととなった。この場合、Ａの手続に関する次の記述は、宅地

建物取引業法の規定によれば・・・ 

本店のみで宅地建物取引業を行う場合、Ａは、ａ支店が所在する乙県知事を経

由して国土交通大臣にａ支店の廃止の届出を行う必要がある。 

 

２－５－４  

 

宅地建物取引業法に関する次の記述は・・・ 

甲県に事務所を設置する宅地建物取引業者(甲県知事免許)が、乙県所在の物件

を取引する場合、国土交通大臣へ免許換えの申請をしなければならない。 

 

２－５－５  

 

次の記述は、宅地建物取引業法の規定によれば・・・ 

宅地建物取引業者Ｄ (丙県知事免許) は、丁県内で一団の建物の分譲を行う案

内所を設置し、当該案内所において建物の売買契約を締結する場合、国土交通大

臣への免許換えの申請をしなければならない。 
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本肢では、乙県所在の物件を取引するだけですので、免許換えの必要はありません。

本肢の一団の分譲を行う案内所は、「事務所」として取り扱われませんので、免許換えの必要はありません。　cf.P26

「事務所」とは、「本店・支店」および「継続的業務場所で契約締結権限を有する使用人を置くもの」をいいます。　cf.P4

「・・・案内所を設置・・・国土交通大臣へ免許換えの申請をしなければならない」旨の記載が誤りとなります。

業者の「免許換え」からの出題です。

甲県知事免許を受けた業者が、２以上の都道府県に「事務所」を有することとなった場合は、

大臣に対して「免許換え」の申請をしなければなりませんが、

２－５－５

丙県知事免許を受けた業者が、２以上の都道府県に「事務所」を有することとなった場合は、

大臣に対して「免許換え」の申請をしなければなりませんが、

×誤り

「・・・甲県知事へ廃業の届けを行うとともに・・・」旨の記載が誤りとなります。

「・・・支店の廃止の届出・・・行う必要がある」旨の記載が誤りです。

Ｐ７・２段目5段目

知事に対して「免許換え」の申請をしなければなりません。

２－５－３

この場合、大臣に対して「支店の廃止」による「事務所」の名称・所在地の「変更の届出」をする旨の規定はありません。

本肢の場合、甲県知事免許が必要なわけですから、甲県知事に対して免許換えの申請をしなければなりません。

大臣免許を受けた業者が、１の都道府県にのみ「事務所」を有することとなった場合は、

業者の「免許換え」からの出題です。

平２０－３０－④

平２１－２６－④ ×誤り Ｐ７・２段目　Ｐ２６

Ｐ７・２段目

業者の「免許換え」からの出題です。

Ｐ７・２段目

平２５－４３－①

業者の「免許換え」からの出題です。

×誤り

甲県知事免許を受けた業者が、乙県にのみ「事務所」を有することとなった場合は、

乙県知事免許が必要なわけですから、乙県知事に対して「免許換え」の申請をしなければなりません。

平１５－３２－①

この場合、甲県知事に対して「廃業の届出」をする旨の規定はありません。

２－５－２

「・・・甲県知事免許・・・乙県所在の物件を取引する場合・・・免許換えの申請をしなければならない」旨の記載が誤りとなります。

２－５－４ ×誤り
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２－５－６  

 

宅地建物取引業者Ａ（法人）が甲県知事から免許を受けている場合に関する次

の記述は・・ 

Ａが、乙県内で建設業を営んでいる法人Ｂ（事務所数 1）を吸収合併して、Ｂの

事務所をＡの支店とし、そこで建設業のみを営む場合、Ａは、国土交通大臣へ免

許換えの申請をする必要はない。 

 

２－５－７  

 

次の記述は、宅地建物取引業法の規定によれば・・・ 

甲県知事の免許を受けている宅地建物取引業者Ａが、自己の所有する建物を不

特定多数の者に賃貸するため、新たに乙県内に事務所を設けることとなった場

合、Ａは、国土交通大臣の免許を申請しなければならない。 

 

２－５－８  

 

個人である宅地建物取引業者Ａは、甲県に従業者（一時的な事務補助者を除

く。以下同じ。）14 人の本店、乙県に従業者 7 人の支店を有するが、支店を廃止し

てその従業者全員を、本店で従事させようとしている。この場合に関する次の記

述は、宅地建物取引業法の規定によれば・・・ 

甲県知事への免許換え申請をした場合で、国土交通大臣免許の有効期間の満了

後に甲県知事の免許がなされたときは、甲県知事の免許の有効期間は、従前の免

許の有効期間の満了の日の翌日から起算される。 

 

２－５－９  

 

取引士の登録に関する次の記述は、宅地建物取引業法の規定によれば・・・ 

宅地建物取引業者（甲県知事免許）に勤務する取引士(甲県知事登録)が、乙県

に住所を変更するとともに宅地建物取引業者（乙県知事免許）に勤務先を変更し

た場合は、乙県知事に登録の移転の申請をしなければならない。 
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平７－４４－①

本肢記載のとおりです。

２－５－９

「・・・従前の免許の有効期間の満了日の翌日から起算される」旨の記載が誤りとなります。

×誤り

２－５－８ 平７－３９－②

平２３－２９－③

業者の「免許換え」からの出題です。

支店は、宅建業を営む場合にのみ「事務所」として取り扱われます。

したがって、本肢の業者Aの支店は「事務所」として取り扱われませんので、免許換えの必要はありません。　

平９－３３－①

×誤り Ｐ７・２段目　Ｐ４・２段目

○正しい Ｐ７・２段目　Ｐ４・２段目

本店は、宅建業を営まない場合であっても支店で宅建業を営むのであれば「事務所」として取り扱われますが、

２－５－６

「登録の移転」は、「申請することができる」です。　転勤等の場合に法定講習を受講しやすくするための措置です。

Ｐ７・３段目

したがって、本肢の業者Aは、大臣免許への免許換えの必要はありません。

×誤り

免許換えによる免許の取得は、新規免許の取得として取り扱われますので、

「・・・勤務先を変更・・・登録の移転の申請をしなければならない」旨の記載が誤りです。

本肢は、大臣免許である業者Ａが、乙県内の支店を廃止し、甲県知事免許への免許換えを行なう事例です。

そして、「自ら貸借」は、「宅地建物取引業」に該当しませんので（Ｐ3）、その業務のみを行う支店は「事務所」に該当しません。

２－５－７

本店は、宅建業を営まない場合であっても支店で宅建業を営むのであれば「事務所」として取り扱われますが、

支店は、宅建業を営む場合にのみ「事務所」として取り扱われます。

業者の「免許換え」からの出題です。

取引士の「登録の移転」からの出題です。

「・・・大臣の免許を申請しなければならない」旨の記載が誤りとなります。

有効期間は免許の翌日から５年となります。　（初日不参入）

Ｐ７・１段目

業者の「免許換え」からの出題です。
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２－５－１０  

 

次の記述は、宅地建物取引業法の規定によれば・・・ 

甲県知事の宅地建物取引士の登録を受けている者が、その住所を乙県に変更し

た場合、甲県知事を経由して乙県知事に対し登録の移転を申請することができ

る。 

 

２－５－１１  

 

宅地建物取引業者Ａの取引士Ｂが、甲県知事の宅地建物取引士資格試験に合格

し、同知事の宅地建物取引士資格登録（以下この問において「登録」という）を

受けている場合に関する次の記述は・・・ 

Ｂは、乙県知事への登録の移転を受けなくても、乙県に所在するＡの事務所に

おいて専任の取引士となることができる。 

 

２－５－１２  

 

宅地建物取引士資格登録（以下この問において「登録」という｡）又は取引士に

関する次の記述は、宅地建物取引業法の規定によれば・・・ 

甲県知事の登録を受けている取引士が、乙県に住所を移転し、丙県知事免許を

受けている宅地建物取引業者に勤務先を変更した場合、甲県知事を経由して乙県

知事に対し、登録の移転の申請をすることができる。 

 

２－５－１３  

 

次の記述は、宅地建物取引業法 の規定によれば・・・ 

Ｙは、甲県知事から宅地建物取引士証 (以下 「取引士証」 という。) の交付

を受けている。Ｙは、乙県での勤務を契機に乙県に取引士の登録の移転をした

が、甲県知事の取引士証の有効期間が満了していなかったので、その取引士証を

用いて取引士としてすべき事務を行った。 
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尚、本肢は、「勤務先を変更」の事由による場合ですので、「登録の移転」を申請することができます。

登録の移転を申請は、現に登録を受けている知事（甲県知事）を経由して、移転先の知事（丙県知事）に申請します。

平１４－３５－①

「・・・乙県に・・・登録の移転・・・甲県知事の主任者証の有効期間が満了していなかったので・・・

登録の移転を申請すると、現に有する取引士証は失効します。

したがって、失効した取引士証を用いて引き続き業務（＝法定事務）を行うことはできません。

その主任者証を用いて・・・取引士としてすべき事務を行った」旨の記載が誤りとなります。

尚、この様な理由もあって、登録の移転とともに新たな取引士証の交付を申請することができます。

登録の移転を申請しなくても、他の都道府県に所在する業者の「専任」となることができます。

×誤り Ｐ７・２段目２－５－１２

平２０－３０－②

または従事しようとするときは、「登録の移転」を申請することができますが、

「専任」となるために、また、法定事務を行うことについて、登録している都道府県は問われません。　cf.Ｐ26

本肢記載のとおりです。

「・・・乙県知事に対し・・・登録の移転の申請をすることができる｣旨の記載が誤りです。

２－５－１３

平１１－４５－③

または従事しようとするときは、「登録の移転」を申請することができますが、転居を理由としての申請は認められません。

２－５－１１

登録を受けている者が、登録をしている都道府県以外に所在する業者の「事務所」の業務に従事し、

Ｐ７・１段目　Ｐ２６

Ｐ７・１段目

「・・・住所を乙県に変更・・・登録の移転・・・申請することができる」旨の記載が誤りとなります。

×誤り２－５－１０ 平２１－２９－④

取引士の「登録の移転」からの出題です。

取引士の「登録の移転」からの出題です。

取引士の「登録の移転」からの出題です。

○正しい

×誤り Ｐ７・２段目

登録を受けている者が、登録をしている都道府県以外に所在する業者の「事務所」の業務に従事し、

取引士の「登録の移転」からの出題です。
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２－５－１４  

 

宅地建物取引士資格登録又は宅地建物取引士に関する次の記述は、宅地建物取引

業法の規定によれば、正しいか・・・ 

宅地建物取引士(甲県知事登録)が、乙県で宅地建物取引業に従事することとなっ

たため乙県知事に登録の移転の申請をしたときは、移転後新たに 5 年を有効期間と

する宅地建物取引士証の交付を受けることができる。 

 

２－５－１５  

 

宅地建物取引士（以下「取引士」という）Ａが、甲県知事から宅地建物取引士

証（以下「取引士証」という）の交付を受けている場合に関する次の記述

は・・・ 

Ａが、乙県知事に対し宅地建物取引士資格登録の移転の申請とともに取引士証

の交付を申請したとき、Ａは、乙県知事から新たな取引士証の交付を受けた後、1

週間以内に甲県知事に従前の取引士証を返納しなければならない。 

 

２－５－１６  

 

取引士Ａが、甲県知事の宅地建物取引士資格登録（以下「登録」という。）及び

宅地建物取引士証（以下「取引士証」という。）の交付を受けている場合に関する

次の記述は・・・ 

Ａが、乙県知事に登録の移転の申請とともに、取引士証の交付の申請をした場

合における取引士証の交付は、Ａが現に有する取引士証に、新たな登録番号その

他必要な記載事項を記入する方法で行わなければならない。 

 

２－５－１７  

 

宅地建物取引士 (以下「取引士」という。) Ａが甲県知事の宅地建物取引士資

格登録 (以下この問において「登録」という。) を受けている場合に関する次の

記述は・・・ 

Ａが、乙県に所在する宅地建物取引業者の事務所の業務に従事するため、登録

の移転とともに宅地建物取引士証の交付を受けたとき、登録移転後の新たな宅地

建物取引士証の有効期間は、その交付の日から 5年となる。 
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２－５－１７ ×誤り

「・・・必要な事項を記入する方法で・・・」旨の記載が誤りとなります。

平１０－３０－① Ｐ７・３段目

「・・・その交付から５年となる」旨の記載が誤りとなります。

ちなみに、この場合、知事の指定する法定講習の受講も不要です。（cf.P5）　目的は、5年に一度の最新の法律知識の修得です

登録の移転とともに新たな取引士証の交付を申請した場合は、

新たな取引士証の有効期間は、失効前（移転前）の取引士証の有効期間となります。

ちなみに、住所の変更による「書換え交付」の場合は、「証の裏面に記載する方法」によることができます。　cf.P6

現に有する取引士証と引換えに、新たな取引士証が交付されます。

平１２－３２－④

登録の移転とともに新たな取引士証の交付を申請した場合、

×誤り Ｐ７・２段目

取引士の「登録の移転」からの出題です。

２－５－１６

「・・・交付を受けた後・・・従前の取引士証を返納しなければならない」旨の記載が誤りとなります。

新たな取引士証の交付は、現に有する取引士証と引換えに行なわれます。

２－５－１５ 平１１－３１－①

Ｐ７・２段目×誤り

取引士の「登録の移転」からの出題です。

取引士の「登録の移転」からの出題です。

登録の移転とともに新たな取引士証の交付を申請した場合、

２－５－１４ 平２８－３８－㋐ ○正しい Ｐ７　２・３段目

取引士の「登録の移転」からの出題です。

登録の移転を申請すると、現に有する取引士証は失効します。

そして、新たな取引士証の有効期間は５年となります。

本肢記載のとおりです。

53

kajiwarajuku



  

２－５－１８  

 

取引士の登録に関する次の記述は、宅地建物取引業法の規定によれば・・・ 

宅地建物取引業者（甲県知事免許）に勤務する取引士（甲県知事登録）が、乙

県知事に登録の移転の申請をするとともに宅地建物取引士証の交付の申請をした

場合は、乙県知事は、登録後、移転申請前の宅地建物取引士証の有効期間が経過

するまでの期間を有効期間とする宅地建物取引士証を交付しなければならない。 

 

２－５－１９  

 

甲県知事の宅地建物取引士登録（以下この問において「登録」という｡）を受け

ている取引士Ａに関する次の記述は、宅地建物取引業法の規定によれば・・・ 

Ａは、乙県知事から事務の禁止処分を受けたが、乙県内に所在する宅地建物取

引業者Ｂの事務所の業務に従事しているため、その禁止の期間が満了すれば、甲

県知事を経由して、乙県知事に登録の移転の申請をすることができる。 

 

２－５－２０  

 

甲県知事の宅地建物取引士資格登録（以下この問において「登録」という。）を

受け、乙県内の宅地建物取引業者の事務所に勤務している取引士Ａに関する次の

記述は、宅地建物取引業法の規定によれば・・・ 

Ａが甲県知事から事務の禁止の処分を受け、その禁止の期間が満了していない

ときは、Ａは取引士としてすべき事務を行うことはできないが、Ａは乙県知事に

対して、甲県知事を経由して登録の移転の申請をすることができる。 

 

２－５－２１  

 

甲県に本店を、乙県に支店を設けて国土交通大臣免許を受けている宅地建物取

引業者Ａは、甲県知事の宅地建物取引士資格登録（以下この問において「登録」

という）を受けている取引士Ｂを本店の専任の取引士として従事させている。こ

の場合に関する次の記述は、宅地建物取引業法の規定によれば・・・ 

Ａが本店を廃止し、乙県内にのみ事務所を有することとなった場合には、Ａは

国土交通大臣を経由して乙県知事に免許換えの申請をしなければならないが、Ｂ

は乙県知事に登録の移転の申請をする必要はない。 

 

54

kajiwarajuku



Ｐ７・３段目

登録の移転とともに新たな取引士証の交付を申請した場合は、

ちなみに、この場合、知事の指定する法定講習の受講も不要です。（cf.P5）　目的は、5年に一度の最新の法律知識の修得です

取引士の「登録の移転」からの出題です。

○正しい平２３－２９－④２－５－１８

「・・・大臣を経由して乙県知事に・・・」旨の前段の記載が誤りです。

尚、後段の記載は正しいです。　　登録の移転は、「申請することができる」です。

大臣に申請する場合ではないので、経由申請ではありません。

Ｐ７

業者の「免許換え」と取引士の「登録の移転」からの出題です。

事務禁止の処分期間中は、登録の移転を申請できませんが、事務禁止の処分期間が満了すれば申請することができます。

大臣免許を受けた業者が、１の都道府県にのみ「事務所」を有することとなった場合は、新知事に免許換えを申請しなければなりません。

前段部分の記載は正しいです。

平８－３９－④

後段部分の「Ａは・・・登録の移転の申請をすることができる」旨の記載が誤りとなります。

平１８－３２－②

本肢では、乙県知事免許が必要なわけですから、乙県知事に対して免許換えの申請をしなければなりませんが、

○正しい

尚、「甲県知事を経由して、乙県知事に・・・」旨の記載部分も正しいです。

取引士の「登録の移転」からの出題です。

新たな取引士証の有効期間は、失効前（移転前）の取引士証の有効期間となります。

Ｐ７・５段目２－５－１９ 平１５－３３－②

本肢記載のとおりです。

×誤り

Ｐ７・５段目　Ｐ４０　

本肢記載のとおりです。　　cf.P6　変更の登録 「・・・申請しなければならない」

また、事務禁止処分の期間中は、登録の移転を申請することはできません。

×誤り

取引士が事務禁止処分を受けた場合は、当然に、取引士としてすべき「法定事務」を行うことはできません。

２－５－２０

２－５－２１

取引士の「登録の移転」からの出題です。
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２－６－１  

 

次の記述は、宅地建物取引業法の規定によれば・・・ 

宅地建物取引業者個人Ａ（甲県知事免許）が死亡した場合、Ａの相続人は、Ａ

の死亡の日から 30 日以内に、その旨を甲県知事に届け出なければならない。 

 

２－６－２  

 

宅地建物取引業の免許に関する次の記述は、宅地建物取引業法の規定によれ

ば、正しいか・・・ 

個人である宅地建物取引業者Ｅ (丙県知事免許)が死亡した場合、Ｅの一般承継

人Ｆがその旨を丙県知事に届け出た後であっても、Ｅが生前締結した売買契約に

基づく取引を結了する目的の範囲内においては、なお宅地建物取引業者とみなさ

れる。 

 

２－６－３  

 

宅地建物取引業の免許(以下この問において「免許」という。)に関する次の記

述は・・・ 

Ｇ社(甲県知事免許)は、Ｈ社(国土交通大臣免許)に吸収合併され、消滅した。

この場合、Ｈ社を代表する役員Ｉは、当該合併の日から 30 日以内にＧ杜が消滅し

たことを国土交通大臣に届け出なければならない。 

 

２－６－４  

 

宅地建物取引業者Ａ（法人）が甲県知事から免許を受けている場合に関する次

の記述は・・・ 

Ａが合併により消滅した場合、Ａの代表役員であった者は甲県知事にその旨の

届出をしなければならないが、Ａの免許は、当該届出の時にその効力を失う。 
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｢・・・合併により消滅・・・届出のときにその効力を失う｣旨の記載が誤りとなります。

業者が締結した契約に基づく取引を結了する目的の範囲内においては、なお宅地建物取引業者とみなされます。 cf.P4

２－６－３

その事実の日から３０日以内に届出をしなければなりません。

平２４－２７－④

廃業等の届出からの出題です。

個人事業者である業者が死亡した場合、相続人が知った日から３０日以内に届出をしなければなりません。

また、P4①業者の死亡（個人事業者）に該当する場合、その一般承継人（ex.相続人）は、

その事実の日から３０日以内に届出をしなければなりません。

廃業等の届出からの出題です。

廃業等の届出からの出題です。

２－６－４

法人である業者が合併により消滅した場合、消滅会社の代表役員であった者は、

×誤り

Ｐ７・Ｐ４平２８－３５－④

本肢記載のとおりです。

法人である業者が合併により消滅した場合、消滅会社の代表役員であった者は、

本肢では、消滅会社Gの代表役員であった者が、免許権者（甲県知事）に届出なければなりません。

平９－３３－②

廃業等の届出からの出題です。

２－６－１ 平１６－３２－① ×誤り Ｐ７

Ｐ７

個人事業者である業者が死亡した場合、相続人が知った日から３０日以内に届出をしなければなりません。

｢・・・死亡の日から３０日以内に・・・届け出なければならない｣旨の記載が誤りとなります。

２－６－２ ○正しい

×誤り

「・・・ H社を代表する役員Iは・・・国土交通大臣に届け出なければならない」旨の記載が誤りとなります。

Ｐ７

そして、消滅会社の免許の効力は、合併の時より失効します。　cf.P9　会社の合併のイメージ
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２－６－５  

 

宅地建物取引業の免許に関する次の記述は・・・ 

Ｅ（甲県知事免許）が親会社Ｆ（国土交通大臣免許）に吸収合併された場合に

おいて、Ｅの事務所をそのままＦの事務所として使用するときは、Ｆが事務所新

設の変更の届出をすれば、Ｅは、甲県知事に廃業の届出をする必要はない。 

 

２－６－６  

 

宅地建物取引業の免許に関する次の記述は、宅地建物取引業法の規定によれ

ば、正しいか・・・ 

法人である宅地建物取引業者Ｃ (国土交通大臣免許)について破産手続開始の決

定があった場合、その日から 30 日以内に、Ｃを代表する役員Ｄは、その旨を主た

る事務所の所在地を管轄する都道府県知事を経由して国土交通大臣に届け出なけ

ればならない。 

 

２－６－７  

 

宅地建物取引業法に関する次の記述は、正しいか・・・ 

法人である宅地建物取引業者が株主総会の決議により解散することとなった場

合、その法人を代表する役員であった者は、その旨を当該解散の日から 30 日以内

に免許を受けた国土交通大臣又は都道府県知事に届け出なければならない。 

 

２－６－８  

 

甲県に本店、乙県にａ支店を置き国士交通大臣の免許を受けている宅地建物取

引業者Ａ（個人）は、ａ支店の専任の取引士Ｂが不在になり、宅地建物取引業法

第 15 条の要件を欠くこととなった。この場合、Ａの手続に関する次の記述は、宅

地建物取引業法の規定によれば・・・ 

宅地建物取引業を廃止した場合、Ａは、甲県知事を経由して国土交通大臣に 30

日以内に廃業の届出を行う必要がある。 
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そして、この場合の免許の効力は、届出時より失効します。

｢・・・Cを代表する役員Dは・・・届け出なければならない｣旨の記載が誤りとなります。

廃業等の届出からの出題です。

×誤り

Ｐ７×誤り

個人事業者である業者が宅地建物取引業を廃止した場合、業者であった者は、

そして、大臣免許の場合は、主たる事務所を管轄する知事を経由して大臣へ届出ることになります。

○正しい

「Eは・・・廃業の届出をする必要はない」旨の記載が誤りとなります。　　cf.P9　会社の合併のイメージ

廃業等の届出からの出題です。

法人である業者が破産手続き開始の決定を受けた場合、

存続会社が、「事務所の名称・所在地」について｢変更の届出」を行う場合でも、

×誤り Ｐ７・P６２－６－５

廃業等の届出からの出題です。

法人である業者が合併により消滅した場合、消滅会社の代表役員であった者は、

本肢のように、存続会社が消滅会社の｢事務所」を引続き使用する場合に、

本肢記載のとおりです。

２－６－８ 平１５－３２－③

消滅会社の代表役員であった者による「廃業等の届出」を省略することはできません。

破産管財人は、その事実の日から３０日以内に届出をしなければなりません。

平７－３５－④

Ｐ７

その事実の日から３０日以内に届出をしなければなりません。

廃業等の届出からの出題です。

平２８－３５－③

Ｐ７

２－６－６

法人である業者が合併・破産以外の理由により解散した場合、

清算人は、その事実の日から３０日以内に届出をしなければなりません。

｢・・・株主総会の決議により解散・・・法人を代表する役員であった者・・・届け出なければならない｣旨の記載が誤りとなります。

２－６－７ 平２６－２７－③

その事実の日から３０日以内に届出をしなければなりません。
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２－６－９  

 

次の記述は、宅地建物取引業法の規定によれば・・・ 

宅地建物取引士の登録を受けている者が死亡した場合、その相続人は、死亡し

た日から 30 日以内に登録をしている都道府県知事に届出をしなければならない。 

 

２－６－１０  

 

宅地建物取引士Ａが死亡等一定の事由に該当するに至った場合の届出に関する

次の記述は、宅地建物取引業法によれば・・・ 

Ａが死亡したときはその相続人が、Ａについて破産手続開始の決定があったと

きはＡ自らが、届出をしなければならない。 

 

２－６－１１  

 

次の記述は、宅地建物取引業法 の規定によれば・・・ 

取引士が成年被後見人に該当することになったときは、その日から 30 日以内に

その旨を登録している都道府県知事に本人が届け出なければならない。 

 

２－６－１２  

 

宅地建物取引士資格登録又は宅地建物取引士に関する次の記述は、宅地建物取引

業法の規定によれば、正しいか・・・ 

宅地建物取引士が家庭裁判所から後見を開始する旨の審判を受けたときは、その

後見人は、3 月以内に、その旨を登録をしている都道府県知事に届け出なければな

らない。 

 

２－６－１３  

 

甲県知事の宅地建物取引士登録（以下この問において「登録」という｡）を受け

ている取引士Ａに関する次の記述は、宅地建物取引業法の規定によれば・・・ 

Ａが破産者で復権を得ないものに該当することとなったときは、破産手続開始

の決定の日から 30 日以内にＡの破産管財人が甲県知事にその旨を届け出なければ

ならない。 
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取引士が破産手続開始の決定を受けた場合、本人は、その事実の日から３０日以内に、届出をしなければなりません。

死亡等の届出からの出題です。

｢・・・破産管財人が・・・届け出なければならない」旨の記載が誤りとなります。

×誤り Ｐ７

死亡等の届出からの出題です。

また、破産手続開始の決定を受けた場合、本人は、その事実の日から３０日以内に、届出をしなければなりません。

いずれも、本肢記載のとおりです。

ちなみに、業者が破産手続開始の決定を受けた場合は、破産管財人が届出をしなければなりません。

２－６－１１

ちなみに、被保佐人となった場合、保佐人は、その事実の日から３０日以内に、届出をしなければなりません。

２－６－１３ 平１５－３３－①

「・・・相続人は・・・死亡した日から３０日以内・・・届出をしなければならない」旨の記載が誤りとなります。

平６－３６－① Ｐ７

×誤り Ｐ７２－６－９

死亡等の届出からの出題です。

取引士が死亡した場合、相続人は、知った日から３０日以内に届出をしなければなりません。

平２１－２９－③

死亡等の届出からの出題です。

取引士が成年被後見人となった場合、後見人は、その事実の日から３０日以内に、届出をしなければなりません。

「取引士が成年被後見人に該当・・・その日から３０日以内に・・・本人が届け出なければならない」旨の記載が誤りとなります。

また、「被補助人」は「登録の基準」（cf.業P10)に該当しませんので、「死亡等の届出」に含まれていません。

○正しい

Ｐ７平２０－３３－④ ×誤り

取引士が死亡した場合、相続人は、知った日から３０日以内に届出をしなければなりません。

２－６－１０

２－６－１２

ちなみに、被保佐人となった場合、保佐人は、その事実の日から３０日以内に、届出をしなければなりません。

また、「被補助人」は「登録の基準」（cf.業P10)に該当しませんので、「死亡等の届出」に含まれていません。

平２８－３８－㋒ ×誤り Ｐ７

死亡等の届出からの出題です。

取引士が成年被後見人となった場合、後見人は、その事実の日から３０日以内に、届出をしなければなりません。

「後見を開始する旨の審判を受けたとき・・・3月以内に・・・届け出なければならない」旨の記載が誤りとなります。
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２－６－１４  

 

宅地建物取引業法に規定する宅地建物取引士資格登録、取引士及び宅地建物取

引士証に関する次の記述は・・・ 

登録を受けている者は、登録事項に変更があった場合は変更の登録申請を、ま

た、破産者となった場合はその旨の届出を、遅滞なく、登録している都道府県知

事に行わなければならない。 

 

２－６－１５  

 

宅地建物取引士資格登録又は取引士に関する次の記述は、宅地建物取引業法の

規定によれば・・・ 

暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律の規定に違反して、罰金の刑

に処せられ罰金を納付した取引士は、その日から 60 日以内に、その旨を登録をし

ている都道府県知事に届け出なければならない。 

 

２－８－１  

 

宅地建物取引業の免許に関する次の記述は、宅地建物取引業法の規定によれ

ば、正しいか・・・ 

個人である宅地建物取引業者Ａ (甲県知事免許)が、免許の更新の申請を怠り、

その有効期間が満了した場合、Ａは、遅滞なく、甲県知事に免許証を返納しなけ

ればならない。 

 

２－８－２  

 

甲県知事の宅地建物取引士資格登録を受け、乙県内の宅地建物取引業者の事務所に勤

務している取引士Ａに関する次の記述は・・・ 

Ａは、禁固以上の刑に処せられ登録が消除された場合は、速やかに、宅地建物取引士証

を甲県知事に返納しなければならない。 
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取引士は、証が効力を失ったときは、速やかに、交付を受けた知事に返納しなければなりません。

取引士が禁固以上の刑に処せられると登録の基準の⑥に該当し、監督処分により登録が消除され、証の効力は喪失します。

本肢記載のとおりです。　　「速やかに」シリーズです。

業者は、①～④の場合は、遅滞なく、免許権者に免許証を返納しなければなりませんが、

｢罰金」以上の刑に処せられた場合は、登録を受けることができなくなります。

免許の更新を怠り免許証の有効期間が満了しても、「返納」の義務はありません。　（cf.取引士証）

２－８－１ 平２８－３５－① ×誤り

死亡等の届出からの出題です。

Ｐ８

「・・・有効期間が満了・・・遅滞なく、甲県知事に免許証を返納しなければならない」旨の記載が誤りとなります。

２－８－２ 平１８－３２－④ ○正しい Ｐ８　Ｐ１０　Ｐ４２

尚、本肢の「暴力団による不当な行為の防止等に関する法律」違反も、P１０⑦の罪に該当しますので、

２－６－１５ 平８－４２－③ ×誤り Ｐ７・P１０

また、「変更の登録」は、遅滞なく、登録を受けている知事に申請しなければなりません。

２－６－１４

「登録の基準」の欠格事由（cf.P１０）に該当した場合、本人は、その事実の日から３０日以内に、

「・・・その日から６０日以内・・・届け出なければならない」旨の記載が誤りとなります。

登録を受けている知事に、届出なければなりません。

取引士証の「返納」からの出題です。

業者免許証の「返納」からの出題です。

平２５－４４－㋐ ×誤り Ｐ７

死亡等の届出と変更の登録からの出題です。

取引士が破産手続開始の決定を受けた場合、その事実の日から３０日以内に、届出をしなければなりません。

｢・・・遅滞なく・・・登録している都道府県知事に行わなければならない」旨の記載が誤りとなります。
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２－８－３  

 

宅地建物取引士資格登録(以下この問において「登録」という。) 及び宅地建物

取引士証(以下この問において「取引士証」という。)に関する次の記述は、宅地

建物取引業法の規定によれば・・・ 

丁県知事から取引士証の交付を受けている取引士が、取引士証の亡失によりそ

の再交付を受けた後において、亡失した取引士証を発見したときは、速やかに、

再交付された取引士証をその交付を受けた丁県知事に返納しなければならない。 

 

２－８－４  

 

取引士Ａが、甲県知事の宅地建物取引士資格登録(以下「登録」という。) 及び

宅地建物取引士証(以下「取引士証」という。)の交付を受けている場合に関する

次の記述は・・・ 

Ａは、取引士証の有効期間の更新を受けなかったときは、取引士証を甲県知事

に返納しなければならず、甲県知事は、Ａの登録を消除しなければならない。 

 

２－８－５  

 

次の記述は、宅地建物取引業法の規定によれば・・・ 

免許を受けている法人Ｂが免許を受けていない法人Ｃとの合併により消滅した

場合、Ｃは、Ｂが消滅した日から 30 日以内に、Ｂを合併した旨の届出を行えば、

Ｂが受けていた免許を承継することができる。 

 

２－９－１  

 

次の記述は、宅地建物取引業法の規定によれば・・・ 

宅地建物取引業者は、その業務に従事させる者に、従業者証明書を携帯させな

ければならないが、その者が取引士で宅地建物取引士証を携帯していれば、従業

者証明書は携帯させなくてもよい。 
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「再交付された・・・取引士証を・・・返納しなければならない」旨の記載が誤りとなります。

２－８－３ 平１９－３１－④ ×誤り Ｐ８

取引士は、証が効力を失ったときは、速やかに、交付を受けた知事に返納しなければなりません。

本肢のように、亡失した取引士証を発見したときは、証の効力が喪失している発見した取引士証を返納します。

取引士証の「返納」からの出題です。

取引士は、証が効力を失った場合は、速やかに交付を受けた知事に返納しなければなりません。

また、後段部分についての記載ですが、取引士の登録は、P5①本人からの登録消除の申請があった場合や、

×誤り Ｐ８　Ｐ５・５段目２－８－４

尚、「・・・速やかに・・・丁県知事に返納しなければならない」旨の記載は正しいです。　「速やかに」シリーズです。

P5②～④に基づいて消除される場合や登録の基準（cf.P10）に該当する場合に監督処分として消除される場合を除いて一生有効です。

取引士証の「返納」からの出題です。

「・・・甲県知事は、Ａの登録を消除しなければならない」旨の記載が誤りとなります。

平１２－３２－②

したがって、前段部分についての記載は正しいです。　「速やかに」シリーズです。

本肢の「更新をしなかった」ことを理由に登録が消除されることはありませんし、更新をしなければ「法定事務」ができなくなるだけです。

本肢の「更新を受けなかった場合」は、これに該当しますので返納しなければなりません。

２－９－１

従業者証明書の「提示義務」からの出題です。

業者は、従業者にその従業者であることを証する従業者証明書を携帯させなければ、業務に従事させてはなりませんが、

２－８－５ 平２２－２８－②

「会社の合併のイメージと新たな免許の要否」からの出題です。

②宅建業者でないＡ社が宅建業者であるＢ社を吸収合併した場合には、新たに免許が必要となります。　（テキスト参照）

「免許を受けている法人Ｂが免許を受けていない法人Ｃとの合併により消滅・・・Ｃは・・・Ｂを合併した旨の届出を行えば・・・

取引士証を携帯させることで、従業者証明書の携帯に代えることはできません。

×誤り

平２５－４１－④

Ｐ９

取引士証には、「勤務先」の記載がありませんので、従業者であることを証明できないからです。（cf.P6　記載事項）

「・・・宅地建物取引士証を携帯していれば・・・従業者証明書は携帯させなくてもよい」旨の記載が誤りとなります。

Ｐ９×誤り

・・・Ｂが受けていた免許を承継することができる」旨の記載が誤りとなります。

尚、この場合、消滅会社となる法人Bの代表役員は、その事実の日から３０日以内に、免許権者に届出なければなりません。　cf.P7
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本書の全部または一部を著作権法の定める範囲を超えて無断複製等をすると

複製・頒布を禁じます

　　　　　　梶原塾　　http://kajiwarajuku.com

10年以下の懲役若しくは1,000万円以下の罰金又はこれらを併科に処せられることがあります

著作権者　　田中優彦　株式会社ドリームワークス


	宅建試験対策・完全合格講座　過去問解説集 Standard
❷ 宅地建物取引業法
２０１７年版

	過去問解説集の使い方
	❷ 宅地建物取引業法
	体系番号1

	体系番号2

	体系番号3

	体系番号4

	体系番号5

	体系番号6

	体系番号7

	体系番号8

	体系番号9

	体系番号10

	体系番号11

	裏表紙





